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女性
子育て応援企業ローン。

	2007/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 134文字


　■商工組合中央金庫松山支店　八月一日、愛媛県と連携した新商品「えひめ子育て応援企業ローン」を発売する。県が二〇〇七年度から実施する「えひめ子育て応援企業」の認証を受けた企業を対象に、運転資金と設備資金を融資する。取り扱いは松山支店で八月一日から来年三月三十一日まで。

商工組合中央金庫松山支店、子育て応援企業ローン。

	2007/08/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, , 134文字


　■商工組合中央金庫松山支店　八月一日、愛媛県と連携した新商品「えひめ子育て応援企業ローン」を発売する。県が二〇〇七年度から実施する「えひめ子育て応援企業」の認証を受けた企業を対象に、運転資金と設備資金を融資する。取り扱いは松山支店で八月一日から来年三月三十一日まで。
ビューティデリ、女性の自宅イメージした雑貨店（ショッピングがいどガイド）

	2007/08/04, 日本経済新聞　夕刊, 6ページ, 有, 383文字


　化粧品企画販売のハウスオブローゼは６月、東京都千代田区のＪＲ御茶ノ水駅に隣接する駅ビルに、化粧品と食品や生活雑貨を扱う新型店「ビューティ　デリ」を開いた。店内は食品やマグカップなどの食器コーナーから、化粧品売り場を挟んでパジャマや婦人下着の陳列棚と配置されている。女性の自宅をイメージした作りという。
　扱うのは食卓のアクセントになる小型の容器に入ったかわいらしい外観のジャムやスパイス（９００円前後）、ハチミツや果物、黒砂糖など食品からヒントを得て作られたスキンケア用品（１８００円前後）など。百貨店に行くほどではないが、価格重視のドラッグストアやスーパーで買うのは味気ないと考える女性が手軽に立ち寄れる店舗として重宝しているようだ。
　夕方や昼休みには周辺で働くＯＬ層、平日の午後には近隣に住む主婦などでにぎわっている。不定休で、営業時間は午前１１時から午後８時。

仕事と育児、両立の壁「時間に制約」女性の半数。

	2007/08/06, 日本経済新聞　名古屋夕刊 (中部特集), 37ページ, 　, 309文字


　人材サービスのフジスタッフが求職中または就業中で育児に取り組む女性２７８人に「仕事と育児を両立させるうえで困難な点」を聞いたところ「子どもの急な病気などで、仕事ができる時間に制約がある」と答えた人が半数を占めた。次いで多かったのが「子どもの預け先など、施設が未整備」の２４％だった。
　調査は２００６年１０―１２月に同社のサービス登録者を対象に実施。「仕事を探す際に重視する点」では、就業時間を挙げる声が最も多く、勤務地、仕事内容を重視する人も目立った。就業中の１７８人に現在の仕事について結婚・出産前のキャリアを生かせているかとの問いには「多少は生かせる」が５５％で最も多く、次いで「大いに生かせる」の２０％だった。
国内企業、３分の２に女性管理職。

	2007/08/10, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 218文字


　女性管理職がいる企業は国内の企業の三分の二に――。厚生労働省の調査によると係長以上の女性管理職がいる企業は六六・六％で前回調査（二〇〇三年度）の六二・五％を四・一ポイント上回った。
　産業別では医療・福祉（九六・四％）や飲食店・宿泊業（八二・三％）、金融・保険業（八〇・二％）で割合が高く、電気・ガス・水道（三九・七％）や製造業（五八・九％）などでは低い。ただ管理職にしめる女性の割合は前回調査比一・一ポイント上昇の六・九％にとどまる。

大和証券グループ、育児支援を拡充、残業免除の期間延長。

	2007/08/11, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 375文字


　大和証券グループ本社は社員を対象に育児支援の制度充実を打ち出した。子供が小さい社員の残業を免除する期間や、保育施設の費用を補助する期間を延長するのが柱。大和は今春入社の新卒社員のうち女性が約三分の二を占めており、女性が働きやすい環境を整える。
　大和は社員の残業免除と保育施設の費用補助について子供が三歳になるまで使えるとしてきたが、七月からは残業免除は子供が小学三年生終了まで、費用補助は小学生になるまでにそれぞれ延長した。このほか、配偶者の勤務地が変わった際には、社員も勤務地の変更を申請できる制度も導入した。
　大和はグループで女性社員の積極採用を打ち出しており、今春入社した約千五百人の新卒のうち、約千人が女性。女性の総合職の比率も二〇〇七年度は約一六％と年々増加している。女性の就労環境の改善に取り組んで、社員の活力を引き出したいとしている。

取り込め女性パワー、優秀な人材狙う――ミツバ、サンデン（北関東リポート）

	2007/08/11, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 有, 1492文字


　北関東の企業が女性活用に向けた取り組みを強化している。保育施設の開設や男性だけだった職場への起用を進め、出産などでの離職を防ぐ。女性ならではのきめ細やかなサービスを提供することで顧客ニーズをつかむと同時に、「女性に優しい」との企業イメージを向上、優秀な人材の獲得につなげたいとの狙いもある。ただ、まだ一部の企業にとどまっており、今後、取り組みのすそ野をいかに広げるかが課題となっている。
　自動車部品大手のミツバ（群馬県桐生市）が四月に立ち上げた保育施設「おひさまガーデン」には、社員の子ども三十二人がほぼ毎日通う。対象年齢は零―五歳。夏空の下、広場に置かれた簡易プールでは子どもたちの歓声が響く。
民間より２割安
　「育児のために有給休暇を使って休む必要が無くなった」と社員には好評だ。本社と施設までは徒歩十分ほど。市外の工場勤務でも子どもを連れて出勤すれば専用バスが迎えに来るほか、急な残業でも午後八時までは預かってもらえる。料金は三歳未満なら月三万円で、民間平均より二割以上安いという。江原佐智子園長は「秋以降にも七―八人の入園希望者がおり需要は高い」と強調する。
　ミツバは社員数約四千百人のうち女性が二割を占める。事務系から生産ラインでの組み立て、製品設計など技術職も多い。県内有効求人倍率は全国二位の一・八八倍（六月）と高水準で推移する中、「優秀な人材確保のためにアピール材料が必要」と同社。子育てしながらも働きやすい環境を整備することは、出産などによる離職防止の役目を果たし、企業イメージを高めて組織の活力を維持するとの判断だ。
　カーエアコン用コンプレッサー大手のサンデン（群馬県伊勢崎市）。女性の役職者が少なく退職が目立つ状況を改善するため二〇〇四年に専門チームを結成した。総務、製造などから女性十人以上が集まり、育児・介護勤務制度の拡充やセミナー開催、小冊子発行などに三年間取り組んだ。
　「機会均等が進んだことで管理職を目指すなど女性の意識も高まった」とリーダーを務めた常木美幸さん。チーム結成前はゼロだった女性の課長代理は九人に増え、“寿退社”も激減する効果があがった。
　男性中心だった仕事に女性を起用する動きも目立つ。北関東綜合警備保障（宇都宮市）では警報を受けた場合などに駆け付ける「機動隊」に今年度、女性二人を初めて配属。従来は体力面などから男性だけだったが、「顧客が不安を感じている時に女性のソフトな対応が必要」（人事部）と判断した。
女性店長２人に
　食品スーパーのカスミ（茨城県つくば市）は昨年度、初めて女性店長が誕生。今年度はさらにもう一人増やした。売り場のボードに顧客が作った折り紙を展示するなどの企画が好評。「きめ細かい感性が顧客やスタッフとの対応に生かされる」（同社）という。女性の活躍の場を増やすことが顧客ニーズに対応する重要な要素だとの認識が広がりつつある。
　総務省の〇五年の国勢調査によると、企業に勤める人を表す雇用者数での女性割合は北関東の三県とも四〇％を超え、十年前に比べ二―三ポイント前後上昇。企業の一層の成長には、女性の活用に遅れは許されない状況になっていると言える。
　ただ、群馬労働局雇用均等室の小山内恵子室長は「首都圏の企業に比べ、女性活用が企業体力の向上につながるという認識が経営者の中で希薄」と問題点を指摘する。一部で先進的な取り組みが始まったとはいえ、多くの企業では依然として不十分なのが実情。女性がチャレンジできる制度の充実や社内意識の向上が求められる。（前橋支局　栗原健太）

女性社員・顧客、ワインなど開発、東急百東横店が販売。

	2007/08/12, , 日経流通新聞ＭＪ, 7ページ, 有, 260文字


　東急百貨店の女性社員チーム「渋６組」と女性顧客が共同企画したワイン、ビール＝写真＝が完成した。東横店（東京・渋谷）で九月六日から販売する。週末の昼食や夕食をゆっくり味わって飲むことを表す「Ｓａｔ．ｐｍ１：００」（白ワイン、七百二十ミリリットルで千五百七十五円）、「Ｓｕｎ．ｐｍ５‥００」（ビール、一リットルで二千百円）など三種類。
　飲む時間帯を時計が示しているラベルを付けた。白ワインはフレッシュで果実の風味が豊か、ビールは京都の水を使って上品に仕上げたという。普段から適度な飲酒を楽しむ女性が増えているため開発した。

女性の農業起業支援、県、無料セミナー来月開講。

	2007/08/15, 日本経済新聞　地方経済面 (山梨), 25ページ, 　, 456文字


　山梨県は農業分野での起業を目指す女性向けの無料セミナーを九月に開講する。来年二月まで六回の講義や実地研修を通し、農産物加工の女性グループなどから心構えやノウハウを学ぶ。実践的な指導で農業の担い手となる女性を育てる。
　名称は「パワフルウーマンセミナー」。山梨県立大学で家族・地域について研究する堤マサエ教授をコーディネーターに招く。講座は月一回、午後の二時間半程度。甲州市の果樹農家や甲府市の農産物加工品製造販売所の経営者など、県内の起業家女性の体験談を聞く。関東近県の女性起業グループも視察する。
　最終的には堤教授の指導で各受講生が独自の起業計画を立てる。皆の前で発表し、関連機関からの助言も受けられる。
　三十一日締め切りで、農村に暮らす五十代までの女性二十人程度を募集する。受講は無料だが、研修時の昼食代など実費は徴収する。
　昨年度までの「パワーアップスクール」では二年間だった期間を半年間に短縮し、集中的に実施する。従来は農村指導者の育成を目指して幅広い分野の講師を招いていたが、今回は起業に焦点を絞った。

無料宅配の対象拡大、３歳以下子育て家庭向けに、コープいしかわ。

	2007/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 465文字


　生協コープいしかわ（石川県白山市、横山和男理事長）は、子育て家庭への支援を強化する。現在、妊娠中か一歳未満の子がいる家庭を対象にしている宅配手数料の無料サービスを、十月をメドに三歳以下の子がいる家庭まで広げる。二十三日の理事会で決める見通し。組合員の利便性を向上するとともに、新規利用者の開拓を狙う。
　無料サービスを利用する場合、子供の年齢が分かる母子手帳や保険証などのコピーを提出して登録する。無料期間は一年間で、更新も可能。
　コープいしかわは昨年四月から、十四週間限定で一歳未満の子がいる家庭向けに無料宅配サービスを始めた。昨年十月には期間を一年間に延長。七月末時点で、約三千五百人が登録している。
　北陸三県の生協では、福井県民生協（福井市、藤川武夫理事長）が四月から、宅配手数料を一年間無料にする「すくすくたんぽぽ便」の対象を、三歳未満から、小学校入学前の子がいる家庭に拡大。
　富山県生協（富山市、松浦均理事長）とＣＯ・ＯＰとやま（同、渡辺美和子理事長）は妊娠中か二歳未満の子のいる家庭の宅配手数料を二年間無料にしている。

住宅ローン審査効率化。

	2007/08/17, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 149文字


　■岩手銀　二十日から住宅ローン審査を効率化するための自動審査システムを導入する。顧客からの申し込みに対して即日回答も可能となり、取引拡大につなげる。まずは試行的に盛岡、仙台の計三店で実施し、九月十日に全店舗に導入する。システム導入に伴い一件当たりの融資限度額を一億円に拡大、幅広い顧客に対応する。

女性の起業支援、宇治に施設開設、京都府。

	2007/08/17, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 256文字


　京都府は女性の起業を支援する施設を宇治市内に開設する。三十一日まで入居者を五件募集し、来月十日に入居を始める。利用料金は一ブース当たり月四千五百円で、期間は来年三月末まで。最長三年まで更新できるという。
　「女性チャレンジオフィス」の開設は宇治市が三カ所目。新たに事業を立ち上げる女性起業家のほか、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の設立を目指す女性も入居対象となる。
　一ブース当たりの広さは約三平方メートル。料金には光熱費やインターネット回線接続料なども含む。利用できる時間帯は月曜から土曜の午前十時―午後六時。

道教委　「学習支援」で社会進出促す　ニートや女性再チャレンジ（08/22 00:34）道新
　道教委は本年度から三年間、ニートやフリーターと呼ばれる若者の就労や、育児を終えた女性の社会進出を促すために、「再チャレンジのための学習支援」事業を実施する。 

　二十代の若年未就業者層を対象にビジネスマナーや基礎的資格を身につけるための講座を開くほか、二十－三十代の青年層を対象にパソコンや簿記などの資格取得講座を開設する。 

　さらに主に四十代以上を対象に訪問介護員や学芸員資格取得のための講座を開く。会場はいずれも札幌で、定員は各三十人。受講期間は約三カ月で、三百六十時間程度を予定している。 

　また、女性支援策として、初年度は札幌、函館、旭川、北見、帯広の五カ所で、適職を見つけるための講座や職場体験研修などを計画している。定員は各会場三十人。受講期間は二日間で、受講時間は八時間程度。 

　さらに、再チャレンジを希望する女性の相談に乗るメンター（助言者）養成も手掛ける。 

　講座の実施はＮＰＯや人材派遣業者、大学などに委託。受講者募集は十月から。文部科学省の「再チャレンジ」事業を受託して実施する。本年度の予算額は就労支援の講座で約二千二百万円、女性支援で約八百万円など計約三千九百万円。

ファミリー――ワークライフバランス、子育ても仕事もこなす（生活）

	2007/08/27, 日本経済新聞　夕刊, 17ページ, 有, 1868文字


中小企業だって本気
「優秀な人材は手放さない」
　ワークライフバランス（仕事と生活の調和）は大企業だけの課題ではない。「人が資産」の中小企業にとっても、大事なテーマだ。大企業のような派手な策は打ち出せなくても、社員のニーズをくみ取り、地道に両立支援などに取り組む企業は少なくない。
　スキャナー製造などを手掛けるニューリー（京都府久御山町）は六月、京都府が創設した「京都府子育て応援企業表彰」を受けた。従業員約百四十人の中小企業。堀場製作所やオムロンなどにまじっての表彰だ。
育休復帰手助け
　評価されたのは、職場復帰プログラムなど、安心して働き続けられる環境づくり。育休前に本人と上司、総務で打ち合わせるのはもちろん、育休中や復帰後もきめ細かく、サポートする。復帰後は三歳になるまで、勤務時間を五時間に短縮することが可能だ。
　五歳と二歳の子どもがいる技術職の藤井知穂さん（３１）は、育休中に子どもを連れて復帰プログラムに参加したことをよく覚えている。「『こんな仕事をやってもらいたい』などと次々に声をかけられ、安心できた」と振り返る。
　二度目の育休から八月に復帰したばかりの総務部の山田牧さん（３１）も、「子育ての先輩がたくさんいて心強い。休み時間に子育ての話になることも」と話す。
　石川宏一郎執行役員総務部長は、「介護中の社員もいる。男女関係なく、安心して仕事を続けられるよう、必要に応じてきめ細かく対応したい」。
　山梨県富士吉田市の情報処理会社、富士情報も、両立支援に取り組む企業の一つだ。社員約二百九十人のうち約二百人が女性。法制化前の一九八八年から育児休業制度を設け、国のファミリー・フレンドリー企業表彰も受けた。今も三人が育休を取得中だ。
　システム課のシステムエンジニア、山本栄子さん（３８）は、二度の育休を経て、今年で勤続二十年目に入った。働き続ける上で何より助かったのは、「上司の理解、職場の雰囲気」という。子どもが小さいころは急な病気で遅刻・早退もあっただけに、ありがたかったという。
取り組み自然体
　両社に共通するのは「何も特別なことはやっていない」という自然体の姿勢だ。実際、メニュー自体は、法律を大きく上回る内容ではない。両社への表彰は、法に定められた範囲のことでも、なかなか取り組めないでいる企業が多いことの反映ともいえる。
　取り組みを阻害する要因としてよく指摘されるのは、コストや人事管理の煩雑さだ。しかし、「新たに採用することを考えれば、負担とは思わない。優秀な人に働き続けてもらいたい」とニューリーの石川さん。特に最近は、大企業の採用が活発になり、中小企業の人材確保は厳しさを増している。周囲の負担が一時的に増しても、育休復帰後、仕事のやり方を見直したり、より集中したりという社員も多い。
　両立支援は女性だけの問題ではない。販売促進ツールなどの企画製造会社、ココロ（千葉県松戸市）では製造部門の責任者だった津野正和さん（３７）が、〇六年一月から三カ月間、育児休業を取得した。
　代表責任者の久保田誠さんは、最初に相談を受けたときは驚いたが、すぐに「一人いなくなることで、組織全体の動きが止まるようでは企業とはいえない。周りの人間を育成する大きなチャンス」と受け止めた。
　社員数は二十六人。乗り切りに向け早くから担当業務の引き継ぎやシミュレーションを重ねた。だれがいつ、直面しても不思議ではない、両立の課題。それにどう向き合うかで、会社の懐の深さが試されているともいえそうだ。
制度なくても柔軟
　両立支援の方法は、企業規模によって違いがある。富士通総研の二〇〇六年の調査によると、大企業は制度が充実しているのに対し、中小企業では制度はないものの柔軟に対応しているところが多かった。
　それだけに、同規模の会社がどういう取り組みをしているかの情報は重要だ。両立支援などに取り組む企業を対象にした表彰制度や、取り組みを紹介するホームページも増えている。
　横浜市が今年度から始めた「よこはまグッドバランス賞」は、三百人以下の事業所などが対象。「京都府子育て応援企業表彰」や、富山県の「元気とやま！仕事と子育て両立支援企業表彰」などは、規模に制限はないが、中小企業からも表彰企業が出ている。中小企業が利用できる助成金や、自治体による両立支援アドバイザーの派遣もある。

子育て支援、千葉銀も金利優遇、県認定企業の社員向け。

	2007/08/30, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 361文字


　千葉銀行は九月三日から、千葉県が認定した「子育て支援に熱心な企業」の社員向けに、住宅や教育など主要ローンの金利を一律で年一％優遇する。仕事と子育ての両立を支援し、新規顧客の開拓につなげる。
　対象は主力の住宅ローン「ベストチョイス２１」のほか、住まいのリフォームローン、スーパー教育ローン、マイカーローンなど。例えば住宅ローンでは、担保ありの場合で標準金利が年二・八七五％のところを年一・八七五％とする。
　マイカーやリフォーム、教育ローンなどの無担保ローンでは、同行が発行するポイントサービスとの併用もできる。マイカーは最大で年二・〇％、リフォームと教育は最大で年一・二％と優遇幅が拡大する。同様の金利優遇は千葉興業銀行がすでに実施している。県の「“社員いきいき！元気な会社”宣言企業」には現在、約百八十社が登録している。

団塊世代（シニア）
外資参入
バンカメ、「カード、日本参入」、ＣＥＯが見解、アジア開拓狙う。

	2007/08/04, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 616文字


　米銀大手のバンク・オブ・アメリカのケネス・ルイス最高経営責任者（ＣＥＯ）は三日、日本経済新聞記者と会見し、「日本でクレジットカードビジネスに参入したい」との考えを明らかにした。
　ルイスＣＥＯは「バンカメは米国や欧州でカードビジネスのノウハウを積んでおり、アジア市場で展開する時機が到来した」と話した。「日本で（カード事業の）合弁会社設立を検討している。日本で成功すれば、アジアにおいて業務を拡大したい」と述べた。カード参入の時期や具体的なサービス内容については今後詰める。
　ルイス氏は「海外展開する日本企業や日本に進出する米国企業向けの法人ビジネスが日本事業の基本になる」とした。クレジット業務以外の融資や預金など本格的なリテール（小口金融）ビジネスは展開しない意向。
　日本の銀行を買収する可能性については「日本を含め、米国以外の国で支店網を拡大するために買収をしかける計画は一切ない」と明言した。米シティグループが日興コーディアルグループを買収し、対日戦略を加速していることについては「シティグループが何を狙っているのかわからない」と述べるにとどめた。
　信用力の低い個人（サブプライム）向け住宅ローンの焦げ付き問題については「米国経済に占めるサブプライムの割合は限られており、影響は限定的だ」と話した。住宅価格は落ち込んでいるが「二〇〇八年後半に回復する」と指摘した。

ハートフォード生命、個人年金契約、５０万件を突破。

	2007/08/21, , 日経金融新聞, 3ページ, , 131文字


　ハートフォード生命保険は二十日、個人年金保険の契約数が五十万件、預かり運用資産が四兆円を突破したと発表した。同社が二〇〇〇年十二月に日本で営業を始めてから六年半での達成。同社の年金保険を窓口で販売する金融機関は六十六社に達しており、今後も提携先を増やす方針だ。

ＧＥ、レイク売却へ、海外勢、対日戦略見直し―消費者金融、逆風やまず。

	2007/08/22, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 657文字


　「レイク」の名称で営業する消費者金融大手、ＧＥコンシューマー・ファイナンス（東京・港）の売却を親会社の米ゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）が検討していることが二十一日、明らかになった。一九九〇年代半ばから日本市場で着々とシェアを拡大してきたが、消費者金融業界への逆風が強まる中で、「攻め」の対日戦略の修正を迫られた。
　ＧＥは強固な財務基盤を背景に世界各国で金融業を展開。日本では一九九四年に中小信販会社を買収したのを皮切りに九八年にレイクを傘下に収め、消費者金融事業を本格化した。二〇〇五年には住宅ローン事業も立ち上げ、〇六年末の貸出残高は計九千六百億円に上った。
　ただ、残高の約八割がレイクの無担保ローン。昨年一月の最高裁判決で利息制限法を超える金利の受け取りが厳しく制限され、利息返還請求が急増すると引当金の積み増しを余儀なくされた。〇九年末にも出資法の上限金利（二九・二％）が利息制限法の上限（一五―二〇％）に引き下げられるため消費者金融事業の拡大は難しいと判断した。
　海外勢では米シティグループ系で「ディック」の名称で営業するＣＦＪも同じように厳しい経営環境にある。同グループは日本での個人向け業務に力を注いでいるが、消費者金融部門は再構築を迫られている。
　ＧＥコンシューマー売却の入札は来月上旬にも実施される見通し。ただ、非上場の同社は詳しい財務内容を公表しておらず、ほかの消費者金融大手から「利息返還請求が今後どの程度増えるかわからず、買収はリスクが高い」との声も出ている。身売り交渉の行方は不透明だ。

郵政民営化
投信販売、郵政公社、１兆円を突破。

	2007/08/02, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 319文字


　日本郵政公社は一日、郵便局で取り扱う投資信託の販売金額が七月末で一兆十八億円になったと発表した。二〇〇五年十月の販売開始から一年十カ月で、一兆円の大台を突破した。すでに地銀上位行を抜いており、メガバンクの水準に迫る。
　七月末の純資産残高は九千四百八十八億円と前月比二％増となった。九％増を記録した六月末と比べてやや伸び悩んだのは、商品券を贈呈するキャンペーンを実施中の郵便貯金の営業に力を入れたほか、株式市場が軟調だったためだ。
　七月はインターネット経由の投資信託の販売件数が約二千二百件と全体の販売件数の一％にとどまった。金額は五億八千万円。
　コールセンター経由の販売も約三百七十件と少なく、販売経路は郵便局の店頭が主力となっている。

教育

１　制度（ルール）と外部環境
１．１　景気などの外部環境
景気点描、北海道の主要経済指標、将来見えず自主廃業も、企業倒産じわり増加。

	2007/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 517文字


　道内で企業倒産がじわりと増えている。東京商工リサーチ北海道支社がまとめた一―六月の倒産件数は、前年同期比四十五件増と四年ぶりに増加に転じた。構造不況業種の建設業の倒産が相変わらず多いが、前年比では食品など製造業が倍増。サービスや運輸でも増えている。
　景気回復の遅れに加え、金融機関の貸出金利の上昇や原油価格の高騰など、事業環境は厳しさを増している。北海道だけで営業しているような経営基盤が弱い「道内型」企業にボディーブローのように効き始めている。
　札幌のある運輸会社は燃料費の上昇を価格に転嫁できず倒産に追い込まれた。融資が焦げ付いた場合に貸し手の金融機関が一定割合を負担する「責任共有制度」が十月に導入される影響で、金融機関が融資引き揚げに動くケースもある。
　本州企業との取引や首都圏などの消費者を取り込めない企業は、将来の事業展望を持ちにくい。「事業を続けることはできるが傷を広げないうちに、と廃業を選択する『じり貧型倒産』も増えている」（東京商工リサーチ）
　道内景気のけん引役は自動車関連分野など道外の大手資本。その裏で「道内型」企業の不振が顕在化し、二極化が進行しつつある。

総人口２年連続減少　道内、５６０万人割れ目前　３月末（08/02 23:23）　道新

　総務省が二日発表した三月三十一日現在の住民基本台帳に基づく人口動態によると、全国の人口は、前年に比べ千五百五十四人減の一億二千七百五万三千四百七十一人となった。人口減少は一九六八年の調査開始以来、初めて減った昨年に続き二年連続となった。北海道は、前年比二万九千二百六十五人減の五百六十万七百五人で九年連続の減少となり、減少数は全国で最も多かった。 

　北海道は、就労目的の転出などによる社会減少数も全国最多の二万八百十四人。道内経済の停滞が長引けば、仕事を求めた道外転出が続くとみられ、総務省幹部は「来年は五百六十万人の大台割れが避けられない流れ」と分析している。 

　全国の人口では、六十五歳以上の老年人口の割合が２１％と過去最高を更新。死亡者は八千八百九十三人増の百八万千百七十四人で過去最多となり、総務省は「老年人口や死亡者の増加で、少子高齢化や人口減少社会の進行が速くなっている」と分析している。 

　また、東京、名古屋、大阪の三大都市圏の人口は六千三百五十三万九千三百六十二人と、九二年に三大都市圏の調査区域を変更して以来、初めて全人口の半数を上回り、大都市圏への人口集中を裏付けた。 

　昨年、過去最低を記録した出生数は、八年ぶりに前年を上回り二万六千三百八十四人増の百九万千九百十七人。出生数から死亡数を引いた自然増加数は一万七百四十三人とプラスに回復した。 

　転出入などの差を示す社会増加数は、企業の海外進出を背景に外国への転出などが増え、一万二千二百九十七人減。自然増加数との差し引きで全人口は微減となった。 

　都道府県別では、兵庫が前年の減少からプラスに転じ、八万八千三百六十人増の東京や神奈川、など十都府県で増加。 

　人口が減った三十七道府県のうち、減少率では秋田の１・０８％が最大。男女別では、男性が六千二百十二万九千五百六十人、女性は六千四百九十二万三千九百十一人。

道内５年で１６万人減　就業人口　公共事業の削減が影響（07/26 07:47）　道新

　道内の全産業の従業者数が、二○○一年から○六年までの五年間で十六万八千八百人減ったことが二十五日、道の調査で分かった。五年間での減少率は６・５％で、全国合計の減少率２・３％を大きく上回った。製造業の基盤が弱く、公共事業削減などによる離職者の就労の場が限られる北海道特有の産業構造が背景にある。 

　道が五年ごとに行っている事業所・企業統計調査によると、○六年十月一日時点の従業者数は、前回調査（○一年十月一日）と比べて６・５％減の二百四十一万六千五百六十一人。事業所数は、６・９％減の二十五万千八百八十三カ所だった。 

　産業別で従業者が最も減ったのは、建設業の六万千七百二十九人（２１・６％減）。公共事業の削減に力を入れた小泉政権の時期（○一年四月－○六年九月）とほぼ重なったことも影響したとみられる。 

　建設業以外では、卸小売業の五万六千五百六十六人（９・７％減）、製造業の三万千八百八十八人（１３・１％減）の順に減少幅が大きかった。減少率では、鉱業の４１・７％減（二千百九十七人減）、金融・保険業の２４・１％減（一万六千九百二十九人減）が目立った。 

　事業所数の減少数では、卸小売業の七千七百二十六カ所（１０・８％減）が最も多く、大手による寡占化と中小零細業者の淘汰（とうた）が同時進行している様子が浮き彫りになった。卸小売業以外では、飲食店・宿泊業の四千七百カ所減（１０・９％減）、建設業の二千六百七十四カ所減（１０・３％減）と続いた。 

　また、従業者数、事業所数の両方で増加幅、増加率ともに最も大きかったのは、少子高齢化の進展で成長が続く医療・福祉で、それぞれ１８・２％増（四万八百七十九人増）、１６・１％増（二千百八十七カ所増）だった。

経常利益伸びず１・１倍　道内の中堅中小企業　０２年度比　全国平均と格差（08/12 07:16）道新
　道内の中堅・中小企業の経常利益が、景気拡大期に入った二○○二年度から○六年度までの五年間で平均一・一倍の増加にとどまり、全国平均の一・六倍に比べ低水準だったことが、日銀札幌支店のまとめで分かった。道内では製造業の層の薄さなどで、○二年二月から続く景気拡大の恩恵を実感しにくい実態が数字で裏付けられた。 

　日銀が四半期ごとに実施している企業短期経済観測調査（短観）を基に、札幌支店が道内の中堅・中小企業四百八十六社の経常利益の推移を全国平均と比較した。 

　それによると、○二年度の経常利益を一○○とした場合、全国平均は毎年増加し○六年度には一六一に達した。これに対し、道内企業も回復はしてきたものの低水準で一進一退を繰り返して○六年度は一一一にとどまり、全国平均との格差が年々広がる結果となっている。 

　資本金十億円以上の大企業も含めた○七年度の経常利益の見通しは、バブル経済期のピークだった一九八九年度を一○○とした場合、全国平均の一四二に対し道内平均は七五にとどまり、明暗が分かれた。 

　また、○四－○七年度の道内中堅・中小企業の経常利益の年平均増減率（○七年度は計画ベース）を業種別に見ると、道外の景気回復の恩恵を受けている「電気機械」「飲食・宿泊」「運輸」は３０－４０％増と見込んでいるが、道内需要に左右されやすい「窯業・土石」「不動産」「食料品」が１０－４０％減と、業種間格差も目立っている。 

地域経済５００調査、景況感地域格差鮮明に―東海、輸出が好調、北海道、民需弱く。

	2007/08/17, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 有, 859文字


　日本経済新聞が実施した「第五回地域経済五〇〇調査」で地域間の景況感の差が鮮明になった。足元の景況感を示すＤＩ（「景気拡大」と答えた比率から「悪化」を引いた値）は、輸出が好調な東海地方は八六・二と高いものの、民需の弱い北海道は二一・二と低迷。新潟県中越沖地震の影響で、甲信越は一七・六と全国十地域の中で最も低かった。
　景況感ＤＩの平均値は五二・九で「景気が拡大している」との見方が大勢を占めた。ただ大企業を対象にほぼ同時期に実施した「社長百人アンケート」の景況感ＤＩの八六・八よりは低い水準で、地方の景況感の改善テンポがやや鈍っていることを示した。
　地域別にみると、景況感が最も明るいのが東海で、自動車産業を中心に好調さを持続している。同様に輸出主導で中国地方（六三・六）、関東（六一・〇）、九州（六〇・四）も良好だった。
　一方、地震の影響を受けた甲信越では「緩やかながら悪化している」との回答が一一・八％あり、足踏み感が出ている。北海道のほか、相対的に公共事業への依存度が高い東北（三五・一）、四国（三八・五）も低い水準にとどまった。
　五年以上にわたる今回の景気拡大は外需への依存度が高い。このため輸出産業の集積する地域の景況感が良好な半面、外需をあまり期待しにくい地域では回復の足取りが重いものとみられる。
　景気の懸念要因を複数回答で聞いたところ「原油・原材料価格」（七八・二％）が最も多く、「金利動向」（三八・五％）が続いた。株式・金融市場が不安定になっている「米国景気」をあげる人も三三・五％あった。
　震災が景気にマイナスとの回答は甲信越（五八・九％）や北陸（七三・一％）だけでなく、東海も五割を超えた。自動車部品メーカー、リケンの操業が一時停止した影響が出ているためとみられる。
　参院選後の政局が景気に及ぼす影響については「マイナス」「どちらかと言えばマイナス」が合わせて四五・二％、「中立」が四七・〇％だった。地方一人区中心に与党が大敗したこともあり、選挙結果が景気にプラスとの回答は三・五％にとどまった。

１．２　制度（ルール）
石屋製菓、「白い恋人」賞味期限改ざん、他製品に黄色ブドウ球菌。

	2007/08/15, 日本経済新聞　北海道朝刊 (社会面), 38ページ, 有, 1057文字


　道内菓子メーカー大手の石屋製菓（札幌市、石水勲社長）が、北海道を代表する土産品として知られる「白い恋人」の一部商品で賞味期限を改ざんしていたことが十四日分かった。アイスクリームやバウムクーヘンの一部からは食中毒の原因となる黄色ブドウ球菌などが検出されていたことも判明。これら商品の自主回収を始めた。
　同社は現時点で健康被害などの報告はないとしている。問題の製品はいずれも札幌市内の宮の沢本社工場で製造。同社によると、「白い恋人」の「３０周年キャンペーン限定商品」（二十八枚入り×二缶）の在庫を処分するため特別な包装から通常に戻す際、本来記すべき賞味期限より一カ月長く表記した。
　担当取締役の指示で五月以降に実施。六月下旬に従業員から匿名で改ざんを指摘する告発メールが届いたが、対応は取らなかった。
　また同社の自主検査で六月末にアイスクリームから大腸菌群、七月末にバウムクーヘンの一部商品から黄色ブドウ球菌を検出。店頭からは回収を始めたが、販売済み商品はすぐ消費されるとみて保健所への報告や公表はせず、消費者からも回収しなかったという。
　十四日夜に記者会見した同社の石水勲社長（６３）は「多大な迷惑をかけて申し訳ない」と謝罪。「白い恋人」の該当商品四千三百二十八個のほか、「ミルキーロッキー」などアイスの全二十四種類、バウムクーヘンは賞味期限が今年九月十四日以前の製品について自主回収を始めた。
　札幌市保健所によると、八月上旬に関係者から、同社がアイスから大腸菌群が検出されたことを公表しないまま製品の回収・廃棄を進めていると同保健所に通報があった。同社に問い合わせたところ、十日に大腸菌群検出の事実を認めたという。
　石屋製菓は弁護士や医師、有識者ら社外メンバーによる調査委員会を立ち上げ、原因究明に取り組むとしている。同社の二〇〇七年四月期の売上高は九十二億円で、「白い恋人」がその約八割を占める。
　札幌市内の主要百貨店は十五日の営業開始までに同社製品を店頭から撤去する方針。新千歳空港内の主な売店も「白い恋人」の全商品の販売を見合わせるとしている。
　道内を訪れた観光客も不信感をあらわにした。十四日夜、ＪＲ札幌駅の土産品店で「白い恋人」を十箱近く買い込んでいた関東在住の二十代の男性会社員は、「あやしい商品が見つかり次第公表すべきだった」と指摘。名古屋から来た四十代の女性は「よくお土産として買っていたが、今後は信用できなくなる」と話していた。

トンボ鉛筆、会長が覚せい剤所持、現行犯逮捕、使用も認める。

	2007/08/15, 日本経済新聞　名古屋朝刊 (社会面), 21ページ, 　, 306文字


　覚せい剤約六グラム（末端価格三十四万円）などを所持していたとして、警視庁浅草署は十四日までに、大手文具メーカー、トンボ鉛筆（東京・北）会長の小川洋平容疑者（５９）＝新宿区市谷砂土原町二＝を覚せい剤取締法違反（所持）などの現行犯で逮捕した。
　同署は小川容疑者の自宅から覚せい剤が入っていたとみられる空袋や吸引に使うパイプを押収。尿検査の結果、覚せい剤の使用も確認され、同容疑者が日常的に薬物を使っていたとみて入手先などを追及する。
　小川容疑者は「好奇心から覚せい剤を吸うために持っていた」と供述、使用も認めているという。
　トンボ鉛筆広報室の話　事実を確認し、十五日以降対応を協議する。捜査には積極的に協力したい。

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
２．２　中小企業金融
２．２．１　需要と供給
銀行６月末時点、企業向け融資、２ヵ月連続減。

	2007/08/27, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 198文字


　金融機関の企業向け融資が鈍化している。日銀によると、六月末時点での国内銀行の法人向け貸し出しは二百七十兆一千百七十六億円となり、前年同月と比べて〇・一三％減少、二カ月連続でマイナスとなった。景気拡大で企業の資金需要は緩やかに回復してきたが、生産活動に一服感が出て融資が伸び悩んでいる。
　ニッセイ基礎研究所の矢嶋康次シニアエコノミストは「中小企業の収益改善が遅れ、設備投資が増えていない」とみる。

２．２．３　信用リスク：新技術活用戦略
廃棄物担保に融資、南日本銀、処理会社に。

	2007/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 392文字


　南日本銀行は、産業廃棄物処理の丸山喜之助商店（鹿児島県日置市、丸山博幹社長）を相手に、商品在庫や売掛債権を担保に融資する流動資産担保融資（ＡＢＬ＝アセット・ベースト・レンディング）に着手した。粗大ゴミやリサイクルごみとして集める廃棄物を担保の一つにしており、同様の融資は全国初の取り組みという。
　担保としたのは、自治体や企業からの処理費用収入や在庫廃棄物、リサイクル後の素材の売掛金などを含めた一連の事業サイクルだ。
　同社は大規模処理施設を同県加治木町に設けて金属やプラスチックなどを再資源化しており、在庫や債権の管理が安定しているという。融資額は公表していないが、同社は主に運転資金に充当する。
　同行のＡＢＬは三件目で、過去に県内の仏壇・仏具製造業者や畜産業者向けに融資した実績を持つ。今後も資金調達手法の多様性をアピールし、主な顧客である中小企業向けの融資増加につなげる考えだ。

売掛債権保証を仲介。

	2007/08/17, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 138文字


　■東北銀行　住商リースと提携し、八月から売掛債権保証を仲介する業務を始めた。取引先企業が保証を求めた場合、住商リースに紹介する。企業は住商リースに保証料を支払うことで、売掛債権の回収不能に備えることができ、販売先の与信管理やリスク軽減に役立つ。取引先の中小企業支援策の一環。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略
地域金融利用者調査、「サービス不満」４５％。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略
２．２．６　新分野開拓戦略
千葉銀、農業向け融資拡充金利を優遇。

	2007/08/03, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 285文字


　千葉銀行は農業事業者向け融資商品「ちばぎんビジネスローン・アグリ」の取り扱いを始めた。農業向け取引拡大策の第三弾。同行の二〇〇七年三月末の農業向け貸出金は八十九億円と全体の〇・一四％にすぎない。新商品で融資を伸ばし、土地有効活用など関連ビジネスを開拓する。
　新商品の対象は、農業を営む個人事業主と法人。千葉県農業協会会員や認定農業者など条件を満たせば、通常年五・五五％の金利を年三・〇〇％に優遇する。融資金額は五百万円以内、期間は五年以内。担保、第三者保証人は不要。
　同行は〇五年十一月に農林漁業金融公庫と提携。〇六年十一月から、畜産農家への法人化支援事業を開始した。

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給
２．３．２　住宅ローン価格戦略

関西アーバン銀が新商品、住宅ローン返済子育て中は減額。

	2007/08/03, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 477文字


　関西アーバン銀行は九月から、子育てで家計が苦しい時期に、住宅ローンの返済額を減らせる「子育てサポートサービス」を始める。例えば子どもが生まれ、妻がしばらく離職しなければならなくなった場合などに返済負担を減らすことができる。同行は「住宅ローンを抱えていても安心して子育てができるので少子化対策につながる」としている。
　対象期間は一番下の子どもが小学校を卒業するまで。減額は三年以内で二回まで利用できる。その間は最大の減額の場合、利払いだけですむ。減額した部分は他の期間に上乗せして返済する。変更手数料はかからないが、全体の返済期間を変えることはできない。
　同行の変動金利型ローン（返済期間が十年以上三十五年以内）を借りていて、これまで正常に返済している人であれば利用できる。サービス利用後の返済計画については、同行の職員が助言する。
　同行が最初に開発した三大疾病保障付き住宅ローンは主力商品になっており、系列の三井住友銀行など大手銀行にも取り扱いが広がっている。今回は病気に続き、子育てで収入が減ったり支出が増えたりするリスクに備えたい人を取り込む狙い。

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

２．３．４　住宅ローン技術その他

住宅ローン審査効率化。

	2007/08/17, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 149文字


　■岩手銀　二十日から住宅ローン審査を効率化するための自動審査システムを導入する。顧客からの申し込みに対して即日回答も可能となり、取引拡大につなげる。まずは試行的に盛岡、仙台の計三店で実施し、九月十日に全店舗に導入する。システム導入に伴い一件当たりの融資限度額を一億円に拡大、幅広い顧客に対応する。

２．３．５　消費性ローン
２．４　政府金融
２．５　フィービジネス戦略
地銀１５行、専用の投信販売（金融フラッシュ）

	2007/08/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 154文字


　横浜銀行や京都銀行など地方銀行十五行は、十五行専用の投資信託の販売を始める。大手銀行の攻勢に加えて、十月には郵政民営化も控えている。地銀の広域連携で対抗する考えだ。専用投信を取り扱う地銀は横浜や京都のほか、北陸、北海道、青森、秋田、荘内、岩手、千葉興業、北越、福井、池田、四国、西日本シティ、愛知の十五行。

生保商品、信組が本格販売、年内にも手数料収入底上げ。

	2007/08/02, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 553文字


　全国の信用組合は年内にも生命保険販売に本格参入する。業界団体の全国信用組合中央協会（東京・中央）は各信組が共通で扱う「推奨商品」を生保商品で初めてもうけ、第一生命保険と太陽生命保険の定額年金保険を選んだ。信組は手数料収入の底上げにつなげる。生保も約三百七十万人の信組顧客に販路が広がることを期待している。
　推奨商品は第一生命の「ナイスセイリング」と太陽生命の「しんくみＭｙ年金（仮称）」。信組は全国に百六十八あり、このうち医師信組などを除き各地域で営業する約百二十の信組が販売を検討する。各信組が今後、第一生命や太陽生命と代理店の契約を結ぶ。
　火災保険など損保商品の取り扱いはあっても、生保の販売経験がない信組が大半を占める。このため全国信組中央協会は六月以降、商品や代理店登録の仕方、法令順守の説明会を開いてきた。五信組前後が定額年金の販売を始めるもようだ。
　信組は中小企業の資金需要の低迷で貸し出しが伸び悩み、手数料収入を増やして収益を補う必要がある。定額年金は「生保の入門編」（全国信組中央協会）で、年末とされる保険の窓販全面解禁後は医療保険やがん保険の推奨商品をもうけることも検討する。
　保険の窓販はメガバンクを筆頭に地銀や信用金庫、証券会社が中心。信用組合が加わり販売ルートはさらに多彩になる。

ゆうちょ銀に連携で対抗、地銀・信金が加速、ＡＴＭ相互開放や専用投信。

	2007/08/03, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1037文字


　地方銀行や信用金庫が今年十月の「ゆうちょ銀行」の発足を控え、連携を加速している。個人客の利便性を高めるため、近隣の金融機関とＡＴＭを相互に開放したり、専用の投資信託の販売を始めたりする動きが相次いでいる。リテール（小口金融）分野の競争が激化する中、地域金融機関は連携を強めることで、ゆうちょ銀の巨大なネットワークに対抗する。
　郵便局のＡＴＭ台数は今年三月末時点で約二万六千台と、大手銀行の合計を約一千台上回る。ＡＴＭの台数は個人客の使い勝手に直結するため、リテール戦略で重要な意味を持つ。地域金融機関は数での劣勢を巻き返そうと、周辺の金融機関との相互開放に力を入れている。相互開放したＡＴＭならば、利用者は出入金などで、口座を持つ金融機関のＡＴＭと同じサービスを受けることができる。
引き出し無料
　北陸地方では六月から、石川県と福井県にある十信金がＡＴＭを相互に開放。富山県の信金も順次、参加する見通しだ。全国をみると、コンビニエンスストアのＡＴＭ手数料を引き下げ、顧客の利便性を高めようとする試みが目立つ。だが、北陸はコンビニＡＴＭの普及が遅れているため、地域的な連携を強めて郵政民営化に備える戦略だ。
　都市部でもゆうちょ銀に対抗する動きが目立ち始めた。東京都民銀行は十月から、同じ都内に本店を置く東日本銀行や八千代銀行との間で、平日昼間なら互いのＡＴＭから無料で現金を引き出せるサービスを始める。隣県に本拠を置く千葉銀行や横浜銀行とも同様のサービスを展開する計画だ。
１５行で取り扱い
　投信販売でも地銀が力を合わせる取り組みが出てきた。横浜銀や京都銀行などの十五行は、八月以降、国内外の株式や債券、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）に均等に分散投資する専用の投信を販売する。今後、専用投信の品ぞろえを増やすことや、今年末の保険窓販の全面解禁をにらみ、専用の保険商品の販売なども検討する。
　十五行が同じ商品を取り扱うことで、全国にまたがる販売チャネルを築くことができる。運用会社や生保に対し、地銀の需要に合った商品開発を求めることも可能になる。日本郵政公社の投信の販売金額は販売開始から一年十カ月で、一兆円を突破した。攻勢をかける郵政公社に、金融商品の品ぞろえの豊富さでも違いを出したい考えだ。
　郵政民営化に対し、地域金融機関の危機感は強い。ゆうちょ銀は住宅ローンやカード事業への参入も検討している。ゆうちょ銀の事業範囲が拡大すれば、地銀や信金の連携分野もさらに広がる可能性がある。

野村総研、投資商品の販売説明など、地銀向け診断システム。

	2007/08/16, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 388文字


　野村総合研究所は二〇〇八年から、地方銀行が投資商品を販売する際に、顧客の投資知識に見合った商品を販売しているかなど「適合性」を診断するシステムを販売する。九月末の金融商品取引法施行で、投資商品の販売や勧誘に対して、説明の徹底などが一段と求められるようになる。システムには販売時のやり取りを自動的に管理する機能も付ける。
　野村総研は四十行以上の需要があると見込んでいる。野村総研は投資信託の販売用に、顧客の知識に見合った商品を薦めているかなどをチェックする機能の付いたシステムを地銀など百十以上の金融機関に納入している。このシステムに変額年金保険や外貨預金など他の金融商品も横断的に点検する機能を持たせる。
　新システムは高齢者に価格変動リスクの高い商品を販売しようとすると、警告が出る。説明や確認など販売時の手続きを履歴に残し、内部管理や金融当局の検査に対応できるようにする。

投信販売鈍る、株安で運用環境悪化、解約額、契約上回る商品も。

	2007/08/17, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 413文字


　株式相場の下落など運用環境の悪化を受け、公募型の株式投資信託の販売ペースが鈍りつつある。相場の先行きへの不透明感などを背景に「八月に入り販売はやや低調」（日本郵政公社の営業・投信部）とする販売会社が多い。海外の不動産投資信託（ＲＥＩＴ）で運用するタイプなどは解約が増えているもようだ。
　一部の商品では解約額が契約額を上回り、資金が流出している。三菱ＵＦＪ投信の「オーストラリア・リート・オープン」は八月に入り数億円、フィデリティ投信の「日本成長株・ファンド」は七月以降で約百二十億円の資金流出になった。
　株式や海外ＲＥＩＴの相場の下落が目立つのに加えて、主に外国の債券で運用するファンドも円高が響き、運用成績が低迷している。野村アセットマネジメントの「グローバルＲＥＩＴオープン」は基準価格が六月末から約一二％下落、豪州債券などで運用する大和証券投資信託委託の「ハイグレード・オセアニア・ボンド・オープン」も約七％下がった。

道内Ｍ＆Ａ活発、４―７月、買収額１５２億円、銀行、強化へセミナー開催。

	2007/08/22, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 618文字


　道内企業が主体となるＭ＆Ａ（企業の合併・買収）が活発だ。大型Ｍ＆Ａが相次いだ二〇〇五―〇六年度に続き、〇七年度に入っても件数・金額とも高い水準が続いている。道内銀行もＭ＆Ａ拡大を、ビジネスチャンスと見てセミナーや社員教育を強化し始めた。
　Ｍ＆Ａ仲介会社のレコフによると、道内企業による〇七年四―七月までの企業買収額は公表ベースで約百五十二億円に達した。〇五年度はホーマック、カーマ、ダイキのホームセンター大手三社による経営統合、〇六年度は昭和リース子会社によるユニコ・コーポレーションの事業取得が金額の大半を占めた。これらを除くと、〇七年度は過去最高のペースだ。
　今年度は、六月にアインファーマシーズがあさひ調剤（埼玉県さいたま市）の全株式を八十億円で買収、同月までにベルックスの創業者一族が、経営陣による企業買収（ＭＢＯ）により同社株を約六十億円で買収し非公開とした。〇六年度にもツルハホールディングスが同業のくすりの福太郎（千葉県鎌ケ谷市）を買収、旭ダンケがＭＢＯで上場廃止となるなど、再編の動きが激しいドラッグストア・調剤薬局業界や、ＭＢＯの活発化が金額を押し上げている。
　北洋銀行は「Ｍ＆Ａや事業承継の相談が増えている」（業務推進部）ことを受け、取引先向けセミナーや社内教育を充実させる。九月に、Ｍ＆Ａに関する社内勉強会を実施するほか、取引先で組織する「ノースパシフィッククラブ」の会員向けにＭ＆Ａなどに関するセミナーを開く。

２．６　リスクマネジメント
２．７　ローコスト戦略
２．８　人材・組織戦略
「転職したい」新入社員急増、人材各社への登録2―4倍に

	2007/08/03, 00:07, 日経速報ニュース, , , 1105文字


　今春に入社したばかりで早くも転職を希望する新社会人が増えている。人材紹介最大手のリクルートエージェント（東京・千代田）には6月半ば時点で前年同期の2倍の新社会人が転職希望を登録。他の紹介会社でも前年を上回る多数の希望者が集まっている。企業が大量の新卒採用を進めた結果、人材と職場のミスマッチが増えたとの指摘が多い。だが転職で必ずしも期待通りの職場が見つかるわけではなく、大学などには若者の移り気を不安視する声も出ている。
　リクルートエージェントが4月1日から6月15日の間に転職希望を登録した新社会人の数を調べたところ、昨年の同じ期間に80人だった登録者数が今年は170人に跳ね上がった。一昨年以前は年間で数人程度だったといい、ここ1、2年で急増した形だ。
　伊藤忠商事系のキャプラン（東京・港）の新社会人の登録者も現時点で約80人。「1年を通して200人弱だった昨年度の3割増し以上のペースになる」（紹介部門）。転職支援サービス「ＤＯＤＡ（デューダ）」を手がけるインテリジェンスは登録者数を明らかにしないが、6月末時点でみると昨年の4倍以上に増えているという。
　厚生労働省の調査では入社3年以内に退職する大卒者の比率は1990年代前半ごろまで20％台で推移したが、直近の2003年卒では35.7％。最近の転職希望者の増加を見る限り、若者の“早期転職”は一段と増えそうな状況だ。
　人材紹介各社はここ1、2年の企業による新卒採用競争の過熱が背景にあるとみる。リクルートエージェントに登録した新社会人の転職希望理由をみると「会社が合わない」「配属が不満」などが上位を占めた。「就職活動で苦労していないので希望と違うと思えばためらいなく動き、自分にはほかの選択肢があるという意識が強い」と同社は分析する。
　インテリジェンスは「入社前と後でギャップを感じる人が多い。人を集めるため、企業側も長所ばかりを強調した傾向があった」（人材紹介事業部）と指摘する。
　以前は中途採用の場合、最低でも2、3年の経験が必要とする企業が多かったが、新卒採用だけでは人材が足りない企業が経験のない新社会人の中途採用に前向きになりつつあることも早期転職の傾向を強める要因になっているようだ。
　移り気な若者の増加に大学は頭を痛める。立教大学の加藤敏子キャリアセンター事務部長は「働くとは何かという根本的なことを考えず就職自体が安直になっている」と指摘。「少なくとも1年以上はがんばらないと転職しても経験を生かせない」と話す上智大学の重村均キャリアセンター長は「（企業からみても）大学は何を指導しているんだということになる」と危機感を募らせる。

来春の新卒採用１１％増、計画を本社調査人材確保難航も、東北主要企業、内定者数、５

	2007/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 1069文字


　日本経済新聞社がまとめた東北主要企業の二〇〇八年春入社の新卒採用計画数（八月上旬時点）は、〇七年実績に比べて一一％増となった。団塊世代の大量退職や景気回復を背景とした企業の採用意欲の高まりを裏付けた。一方、採用計画に対する内定者数は四八％にとどまった。高校生の採用活動がはじまっていないため単純比較はできないが、首都圏などとの採用競争激化で人材確保が難航している現状が浮かび上がった。
　調査は八月上旬までに実施、東北の主要企業八十四社から回答を得た。未定などと回答した企業を除く前年と比較可能な採用計画・内定者数を集計した。
　新卒採用の伸び率を業種別にみると、製造業は前年比一八・二％増と高水準だった。回答企業の四割近くが採用数を増やすとしている。ＴＤＫグループのＴＤＫ―ＭＣＣは工場新設に伴い前年に比べ二倍近く、トヨタ自動車東北も生産ラインの増設により同一・五倍程度にそれぞれ採用数を増やす。残りの企業も前年同水準以上と答えた企業が大勢を占めた。
　非製造業も一三・一％増と強気の採用を進めており、四割強の企業が採用数を増やすと回答した。東北電力が前年比五六・七％増、カメイが同七九・五％増と高い伸び率を示した。採用数を前年比約二倍にする高速は「業容拡大に伴う首都圏での基盤づくりを進めるため、今後も積極採用を続ける」（広報担当）と話すなど、全体的に採用意欲は旺盛だ。
　銀行についても、回答があった十一行で前年比二・四％増と、積極採用を進めた〇七年実績を上回る水準。福島銀行が前年比六六・七％増、北都銀行が同三一・六％増、北日本銀行が三割近く増やした。団塊世代の大量退職に加え、不良債権処理が一段落したことで営業を強化することが背景にある。
　半面、〇八年採用計画に対する内定者数は半数に満たない。背景には“売り手市場”とされる来春入社組の採用競争の激化があり、「内定辞退者の増加が心配」（北東北の非製造業）との声がでている。
　実際、採用の懸念要因として全体の約四割が内定辞退者の増加をあげた。採用確保に向けて「辞退者を見越して約一割上積みして内定を出した」（銀行の採用担当）、「面接の段階から先輩社員と会わせて人間関係を構築させる」（アイリスオーヤマ人事部）など独自策を模索する動きも出始めている。
　ただ、「小手先の手段では、人材確保の抜本的な解決策になるかはわからない」（流通業界の採用担当）などの指摘もある。
　優秀な人材確保のため地方に触手を伸ばし始めた首都圏企業などとの採用競争激化への有効な対抗策は、打ち出せていないのが現状だ

夏も新卒採用支援活況、パソナ面接・研修を代行、名大社合同説明会開く、中小予定数と

	2007/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 1088文字


　企業の人手不足が続く中部地区で、来春入社の新卒採用を支援するビジネスが夏場としては異例の活況だ。売り手市場で中小企業を中心に採用予定数に達しない企業が増えているためだ。学生の採用を請け負い、研修まで施して企業に紹介したり、合同企業説明会の開催や採用ホームページの製作代行に力を入れたり――。通常、夏は採用活動が終わっている時期だが、秋口以降も学生の争奪戦は続きそうだ。
　新卒採用は四年制大学の場合、三年の秋に企業の説明会が始まり、年明けから面接などの採用選考を経て、四年の四―六月ころに内定が出る。通常七―八月は採用が終わっている時期だが、バブル期並みの売り手市場となっているため、採用が予定数に達していない企業が多い。「安定志向の高まりで内定が出ても就職活動を続ける学生も多い」（広告会社）ことから、就活の“延長戦”が早くも始まっている。
　人材派遣大手のパソナはグループ会社のパソナユース（東京・渋谷）を通じ、中部で新卒採用の支援に参入する。名古屋駅のセントラルタワーの拠点で八月下旬から新卒向けセミナーを開始。面接などの試験で選抜した学生にビジネスマナーやパソコンの研修を施し、採用を要請した企業に紹介する。
　「企業は採用にかかるコストを抑えることができ、学生は希望する職種を見つけやすい」（大森英夫パソナユース社長）ことが売り物だ。月五―六回セミナーを実施し、中部で需要の大きい金融機関の窓口業務、メーカーの営業職や事務職などを中心に初年度で百人の紹介を目指す。
　同じく人材派遣のテンプスタッフも今年、中部での新卒向け説明会を二〇〇六年度より約四割多い二百回に増やす。八月は十回程度開くが、夏休み明けの九月からは毎月十二―十五回にまで増やす予定だ。
　広告代理店の名大社（名古屋市）は二十九、三十日に名古屋市内で合同企業説明会を開く。参加企業は約七十社。「採用の内定が年々前倒しされている」（名大社）こともあり、計画の採用数に満たなかった大企業の参加も目立つという。同社は秋以降も定期的に行う転職フェアで、新卒の参加を促していく。
　東京証券取引所マザーズ上場で、求人サイトを運営するディップ（東京・港）は企業の採用ホームページの製作代行を名古屋でも始めた。社員の一日のスケジュールや業界事情など仕事内容をイメージしやすいように設計。学生は企業のホームページで採用情報を得ることが多く「中小企業を中心に魅力的な採用ページを作ってほしいという要請が増えてきた」（同社）という。

組合活動「参加したい」、若年層は３割台　日教組が全国調査（08/24 09:23）道新
　日教組（森越康雄委員長）は組合活動への取り組み意識について初めて全国調査を行い、結果を二十三日発表した。組合活動への参加意識は、二十代から三十代前半までは四割を下回り、年配者に比べ若い人ほど参加意思が低かった。 

　調査は、団塊世代が大量退職する中、今後の活動に役立てるため行い、組合員一万三千人から回答を得た。 

　組合活動への参加意識について、「積極的に参加したい」「要請あれば進んで参加したい」と答えた人は組合員平均で４５％。 

　年齢別では、四十五歳から五十四歳までが４８％、五十五歳以上が５１％だった。一方、二十九歳以下は３９％、三十歳－三十四歳は３８％と、年齢層によって差が出た。 

　全教職員に対する日教組の組織率は昭和三十年代は約九割を誇ったが、年々減って今は約三割。日教組の中村譲書記長は「若い人は徒党を組むのが嫌い。どう組織化するかが悩み」と話す。 

　また、役員に「組合が直面している課題」を聞いたところ、「若い人が組合に入らないこと」と答えた人（複数回答）は５３％に上った。

２．９　チャネル戦略
２．１０　情報システム戦略
地銀１４行と投信商品開発、システム以外で連携、千葉興銀。

	2007/08/02, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 431文字


　千葉興業銀行は一日、同じ勘定系システムを利用する地銀十四行と共同で投資信託の新商品を開発、取り扱いを始めると発表した。システム分野以外での連携企画第一弾。システムに関するコスト低減などの効果以外で、共同での取り組みが具体化した形だ。
　投資信託の新商品を取り扱うのは「ＮＴＴデータ地銀共同センター」に加盟する千葉興銀や京都銀行など十二行と、同センターと同じ勘定系システムを採用する「共同利用システム」に参加する横浜銀行など三行の計十五行。
　新商品は「ベスタ・世界６資産ファンド（毎月決算型）」。運用会社は中央三井アセットマネジメントで、円と外貨を半分ずつ株式や債券などに均等に分散投資することで、安定的な収益確保をめざすのが特徴という。
　申し込みは一万円以上で、信託期間は無期限。手数料は三・一五％。信託報酬は税込み年〇・九八七〇％と通常より低い。同行では「共同開発によるメリットが出たため」としている。同行は金融商品取引法施行後の十月一日から取り扱いを始める。

２．１１　アライアンス戦略
漁協、合併で再生加速、迫られる赤字処理―隠れ負債が障害に。

	2007/08/27, 日本経済新聞　朝刊, 25ページ, 有, 1325文字


　漁業協同組合が積もり積もった赤字（欠損金）の処理を迫られている。総額は五百億円弱だが、魚価低迷などで疲弊した漁協にとっては死活問題。破産の道を選んだ漁協もある。繰越欠損金を減らし、合併による再生を加速させようと、国や漁協の系統組織は新たな支援策を打ち出している。
　沿岸漁師たちで構成する漁協は全国に千百九十六（四月一日時点）。一部の例外を除き、融資や貯金集めなど信用事業を県単位の信用漁協連合会（信漁連）が統括し、背後で農林中央金庫が支える「マリンバンク」という仕組み。見かけは盤石そうだが、不良債権比率は金融機関の中で突出して高い。
　二〇〇五年度末の統計をみると、漁協約二千五百億円、信漁連約七千五百億円の貸出金のうち、不良債権の比率が漁協で約二一％、信漁連では約一四％に上る。
　長期にわたる魚価低迷や不漁の影響で、漁協の累積赤字は〇二年度に合計四百八十一億円を記録した。その後も目立った改善がない。
　遠洋マグロ漁船向け融資の焦げつきで長い間業績が低迷していた和歌山県太地町の太地漁協、高知県室戸市の室戸漁協は、信漁連などからの借り入れを返済できず今年、相次いで破産した。
　漁協や信漁連による貸し倒れの尻ぬぐいをしてきた各県の漁業信用基金協会の半数は赤字に陥っており、不良債権処理を先送りすることが難しくなっているからだ。
　指導団体の全国漁業協同組合連合会や農林中央金庫が七月三十一日に東京都内で開いたマリンバンク全国大会でも全漁連の担当者が「漁協の不倒神話は過去のこと」（河辺義隆参事）と強調。〇九年度までの三年間を経営改善集中期間とし、不振漁協の不良債権処理などに取り組む方針を説明した。
　全漁連は漁協を二百五十程度に集約して、体力を強化する構想を推進中だが、欠損金が障害になって合併が破談になる例も多発している。
　一県一漁協への再編を目指す高知県では二十五日に県内漁協が一斉に臨時総会を開いた。欠損金を三年内に解消するメドが立たない漁協を除外したうえで統合する案にした。だが累積欠損を抱えた漁協が半数もあり、計画通りに経営改善が進むのか不安は大きい。同日に総会を開いた四十一漁協のうち二十二漁協が県域単一漁協に参加しないことになった。
　全漁連は、漁協が抱え込んだウミを出し切るため、未処理の欠損金が五千万円以上あり、毎年の利益を勘案しても解消に十年以上かかる百一の漁協を「要改善漁協」に認定。不採算事業からの撤退など徹底した合理化を指導する予定だ。
　再建中の赤字漁協に信漁連が融資できるよう、水産庁は国や地方の漁業信用保証制度を拡充する。農林中央金庫も信漁連、漁協の相互援助機関であるマリンバンク支援協会に今年度以降、百五十億円を特別拠出する。再建の見込みのない漁協の破綻処理などで信漁連の資本が不足するような場合にも迅速に資本注入できる体制を整える。
　そのうえで経営改善の見込みがなかったり、改革の意欲に乏しかったりする漁協なら「破綻処理もやむを得ない」。そんな考えが水産庁、全漁連、農林中金のコンセンサスになりつつある。

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
北海道地域
北陸銀と道銀の勘定系システム災害復旧で共同設備。

	2007/08/02, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 364文字


　ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）傘下の北陸銀行と北海道銀行は一日、預金や融資など銀行の主要業務を管理する勘定系システムが災害時に止まっても早期復旧できるよう、遠隔地にバックアップ機器を共同で設けたと発表した。富士通に災害復旧対策の業務をアウトソーシング（業務の外部委託）する。設備の共同設置で両行とも三割程度の投資コストを減らす。
　富士通子会社の富士通エフ・アイ・ピー（東京・江東）の長野県内の施設にバックアップ機器を共同で配備した。いずれかの勘定系システムが災害で停止した場合、同機器にシステムのプログラムやデータを導入する。
　両行は従来、地元で災害時のバックアップ対策をとっており、リスク管理を強化するため遠隔地で災害対策をとる必要があるとみた。両行は横浜銀行と基幹システムを統合する計画で、それまでの一時的な対策。

公的資金完済株価重し、カギ握る収益力改善、ほくほくＦＧ、０８年度中目指す、優先株

	2007/08/02, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 1260文字


　北陸銀行と北海道銀行の持ち株会社、ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）が国から注入された公的資金の残り千二百億三千万円の返済で我慢を強いられている。返済原資となる利益剰余金を三月末までに九百三十億円を蓄え、さらに二〇〇八年三月期中に約三百億円を積み増す計画だが、同社の株価が一年以上も下落基調で、計画の“足かせ”になるとの観測が浮上している。
　「株価を上げるため（さらに）増配してはどうか」――。六月下旬、北陸銀本店で開かれた株主総会。公的資金の注入行であるため、配当を我慢してきた株主から声が上がった。高木繁雄社長（北陸銀頭取）は「残りの公的資金を一刻も早く返し、顧客サービスを充実することが喫緊の課題」と説明し、公的資金の返済に向けて内部留保の蓄積を優先することに理解を求めた。
　同社は利益剰余金を積み、着々と返済準備を進めている。昨秋には公募増資などで約四百十億円を調達し、自己資本を厚くした。〇七年三月末には連結ベースの中核的自己資本（Ｔｉｅｒ１）比率七・七四％、自己資本比率一〇・四四％を確保。米格付け会社、スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）の吉沢亮二主席アナリストが「返済余力が増した」とみるなど評価する声は多い。
　ほくほくＦＧは返済期限を二年前倒しして、〇九年三月期中の完済を目指す。返済後もＴｉｅｒ１比率六％、自己資本比率を九％に保ちたい考えだ。
　だが、本業のもうけが伸び悩む銀行業界の株価低迷が逆風となり「連動する形で下落している」（ＵＢＳ証券の田村晋一氏）。同社株は一年前に比べても一割超下がった。こうした株価低迷が、公的資金返済への道筋を描きにくくしている。
　というのは、公的資金注入の際に発行した優先株は普通株への転換価格が定められ、普通株の株価が転換価格を上回ると含み益、下回ると含み損が生じる。国民負担を避けるため、含み損を抱える優先株は普通株に転換できない。現状の株価では、国が保有する優先株を普通株に転換して手放せない。
　公的資金を機動的に返済できるよう、優先株の買い入れを取締役会で決められるようにした。普通株の株価が転換価格を下回っても、優先株にプレミアムをのせて市場を介さず買い入れる返済が可能になる。
　だが、市場では「株価低迷には同社の本業の伸び悩みも反映されている。株価が下落基調では国に返済したいと強く主張するのは難しい」との見方も出ている。
　八月一日までに二種類の優先株の転換価格（四百五十円台）が、普通株の市場価格をベースにいずれも四百二円十銭に見直された。普通株の株価と転換価格の乖離（かいり）は修正されたが、一日終値は三百六十四円と足元の株価もさらに下がり続けている。
　ＵＢＳ証券の田村氏は「国は公的資金返済へ株価を含めた条件を重視している」と語る。「（収益力改善などの）経営健全化計画を着実に達成するしかない」（ほくほくＦＧ首脳）と漏らすが、株価とのにらみ合いが続きそうだ。

食品は北海道で大切．金融機関も応援したい．

ナシオ、全国展開へ　日生協の菓子卸指定で　３都市に新拠点（08/02 06:44）　道新
　菓子卸道内最大手のナシオ（札幌、平公夫社長）が、来春までに名古屋、広島、福岡に営業拠点を設け、全国展開に乗り出すことが一日分かった。日本生活協同組合連合会（日生協）の菓子指定卸に七月、選ばれたため、全国の営業網が必要と判断した。これにより現在三百四十一億円の年間売り上げは、二○一一年に五百億円の大台に乗る見通し。 

　ナシオは「運ぶだけの問屋からの脱却」（平社長）を目指し、売れ筋情報を分析して小売業者に販売促進策を提案する「リテールサポート」を推進。コープさっぽろやコープこうべなど有力生協で成果を挙げてきた。 

　日生協はこれまで業界首位の山星屋（大阪）、二位のサンエス（東京）を全国指定卸とし、主要菓子メーカー二十三社の商品を納入してきたが、ナシオを加えて三社体制とすることにした。来年四月から全国の九地域生協への菓子納入を本格的に始める。 

　ナシオは業界七位の売上高で、営業拠点は札幌、仙台、東京、大阪の四カ所。七月には埼玉県の事務所を東京に移転し、首都圏本部に格上げするなど、道外での営業基盤を強化している。道外の売上高構成比も高まり、○六年五月期決算は過去最高の２７％を占める。 

　三都市での営業拠点を年内をめどに選定し、来年二月までに事務所を設立。四、五人体制でスタートするが、業容拡大に伴い増員する。物流は外注とし、初期投資を抑える。 

　平社長は「日生協の全国卸指定は十年に一度あるかないかのチャンス。思い切って全国展開することにした」としている。
コープさっぽろ借入金　債務免除まず２億円　最終額１５億－１７億円に（08/03 06:47）　道新

　生活協同組合コープさっぽろ（札幌）は二日、道央市民生協（苫小牧）との合併で引き継いだ金融機関からの借入金四十六億円のうち、二億円の債務免除を受けたことを明らかにした。現在も交渉中で、最終的な債務免除額は十五億－十七億円になる見通し。 

　債務免除に応じた金融機関の具体名は明らかになっていないが、十三行のうち二行が応じ、八行と金額などを調整している。三行からは断られたという。 

　コープさっぽろは二○○六年三月、経営難に陥っていた道央市民生協を吸収合併し、債務も継承した。コープさっぽろも経営再建中で多額の残債を抱えているため、合併前に半額の二十三億円の債務免除を北海道銀行、北洋銀行など十三行に要請した。ただ、道央市民生協から継承した日本生活協同組合連合会（日生協）からの債務三十八億円については免除を要請しなかったため、一部の金融機関が反発。交渉は難航していた。 

　コープさっぽろは「実質破たん状態にあった生協を、北海道全体で支えるという趣旨を大筋で理解してもらえた」と話している。 

　コープさっぽろは一五年度までに累積欠損金など四百十一億円を解消する財政健全化計画を策定。債務免除自体は計画に盛り込んでいなかったため、解消額が実質的に下方修正される見通し。

“攻めの経営”応援します　新事業展開の企業に補助金　道が制度創設（08/15 07:56）道新
　道は本年度、新事業展開や新分野進出など“攻めの経営”に挑戦する企業を対象にした「事業化支援補助事業」を創設した。優れたビジネスプランを提示した企業に対し、研究開発や販路開拓などの費用を一社あたり最大三百万円、総額で年間千八百万円補助する内容で、対象企業を募っている。 

　同様の補助制度は従来もあったが、新規事業を始めるにあたり国が定める基準に沿った「経営革新計画」を提出し、認定された企業だけを対象としたため、昨年度は予算枠を消化しきれなかった。 

　本年度はこうした条件を外し、対象企業の門戸を拡大。今後、三年間は続ける方針だ。 

　新しい商品やサービスの開発、販路開拓のための調査・広報、展示会や見本市への参加などが補助対象。道内の中小企業や組合なら応募可能で、各支庁の商工労働観光課で九月六日まで受け付ける。 

　書類による一次審査を通過した企業には、有識者でつくる審査委員会で事業計画などを説明してもらい、選抜する。問い合わせは道商工金融課経営支援グループ（電）０１１・２０４・５３３３へ。

石屋製菓を北洋銀が支援へ　三井住友銀と１０億円緊急融資（08/17 00:05）道新
　北洋銀行の高向巌会長は十六日、商品の賞味期限改ざんなどが発覚した札幌市西区の石屋製菓本社で石水勲社長と面会し、同社の資金繰りを全面的に支援するとともに、内部管理を強化するための人材一人を同社に出向させる意向を伝えた。北洋銀と三井住友銀行が計十億円を緊急融資する。 

　石屋製菓によると、手元の現預金約二十六億円に、緊急融資の十億円を上乗せすることで手元の資金を厚くして、商品の回収費用や生産、販売の中止期間が長期化した場合などに備える。 

　また、人材の派遣については、北洋銀が広報部門にも精通した人材を早急に選定し、近く出向させる。 

　高向会長は面会で「資金繰りは他行と協力して全面的に支援する。すばらしい会社に生まれ変わって、創業的再出発を果たしてほしい」と激励。これに対して、石水社長は「必要であれば個人資産はすべて会社に渡して、家族同然である従業員約四百人の雇用は必ず守る」などと話したという。

にも貢献できれば」と力を込める。 

拓銀出身者設立　香港の投資会社　シンガポールで上場[image: image1.png]


（08/18 08:25）道新
	


　【シンガポール１７日勝木晃之郎】拓銀出身者が十年前に香港に興した投資会社が十七日、シンガポール証券取引所に株式を上場した。当時、経営が悪化した拓銀の海外業務撤退に伴い、退社した面々が十年の歳月を経て迎えた一つの節目。そこには不安を抱えながら、拓銀で培った力で国際金融界の荒波を乗り越えてきた元行員らの奮闘があった。 

　十七日午前九時（日本時間同十時）、「ユニ・アジア・ファイナンス・コーポレーション」の株式上場を告げる銅鑼（どら）の音が同取引所に響いた。 

　同社にとって初の上場で、三千六百万シンガポールドル（約二十八億円）を調達。海外で起業した日系企業が海外市場に上場するのは珍しいという。吉田一彦最高経営責任者（ＣＥＯ）（５５）＝札幌市出身＝は「拓銀で一緒だった仲間への励みになる」とほおを緩めた。 

　一九九七年三月設立の同社は、拓銀香港支店の業務の一部も引き継ぎ、拓銀取締役だった山代元圀（もとくに）会長（６５）＝京都市出身＝ら拓銀を退社した五人で出発。現在、経営を引っ張る九人は八○年代末から九○年代前半にかけて、同香港支店で机を並べた元同僚だ。 

　アジアの華人社会に独自の人脈を張り巡らし、今やグループ社員二百人以上にまで成長。船舶・不動産向け投資が柱で、香港、台湾、インドネシアなど多くの国・地域に顧客を持つ。 

　今回の上場は、シンガポール政府が昨年初めに船舶向け投資基金への優遇税制を設けたのがきっかけ。船舶部門を香港本社から移し、上場を準備してきた。 

　設立の八カ月後に拓銀が破たんし、信用が揺らいだ時期もあった。しかし、棚元道夫最高執行責任者（ＣＯＯ）（５０）＝小樽市出身＝は「ほかの日系金融機関にはできない最先端の金融分野に取り組んできた。拓銀時代の仕事に対する高い評価も生きた」と振り返る。 

　上場による知名度アップも期待され、日本での上場も視野に入った。 

　福森雅紀副社長（４５）＝網走管内遠軽町出身＝は「いずれは拓銀破たん後に疲弊した道内経済
業種を問わず不祥事が命取りになる時代になっているという基礎的な時代感覚に欠けていたようです．

石屋社長辞任＊なお問われる企業責任（８月１８日）　道新
　人気菓子「白い恋人」の賞味期限の改ざんなどが問題となっている石屋製菓の石水勲社長が、辞任を表明した。他の経営陣も刷新する。 

　後任には、メーンバンクの北洋銀行常務を迎え入れる。来週中に社長交代の見通しだ。 

　石屋製菓は、年間二億枚を製造する「白い恋人」の品質表示の不正に加え、アイスクリームなどで食中毒の原因となる細菌の検出を隠ぺいしていた。 

　賞味期限の改ざんは国内ばかりか、北海道への観光客が多い台湾でも報道される事態となっている。 

　石水氏はサッカーＪ２のコンサドーレ札幌の創設に加わり、札幌商工会議所副会頭として、全道的に広がった北海道サマータイム実験を主導した。地域の活性化に意欲を見せた経済人である。その姿勢は評価したい。 

　しかし、一連の不祥事で明らかになったのは、企業規模に応じた経営体制を整えてこなかった点だ。 

　さらに、十一年も前から、「白い恋人」の賞味期限の延長という不適切な表示を把握していたのに対処してこなかった。 

　食品企業のトップとしての法令順守（コンプライアンス）の意識が低過ぎた。社長辞任は当然と言わざるを得ない。 

　石屋製菓のグループ売上高は九十二億円と道内菓子製造販売の大手の一つだ。石水氏が自ら考案し、発売した「白い恋人」のヒットで急成長した。 

　しかし、会社は大きくなったが、「同族経営」など、旧態依然の体質を残したままだった。 

　特定商品のブランド力に依存した経営なのに、日本農林規格（ＪＡＳ）法が定める品質表示などに対しては、社内のモラルは低かった。経営陣の刷新はやむを得ない。 

　札幌の百貨店などは、製造工場の衛生管理ばかりでなく、企業としての法令順守の体制がきちんと確立するまで、石屋製菓の製品の販売再開を見送る姿勢を示している。 

　社長の辞任など経営陣の刷新だけで、不祥事を起こした会社が立ち直るわけではない。 

　新経営陣は、賞味期限の扱いや、大腸菌群が検出されたアイスクリームの製造工程の衛生管理など、問題を洗い直して、再発防止策をきちんと消費者に示さなければならない。何より必要なのは、「安全」「安心」意識と企業倫理の確立だ。 

　辞任表明の記者会見で、石水氏は「また何が明るみに出るのか分からない」と述べた。正確な情報がきちんとトップに伝わらない社内の風通しの悪さも改革の大きな課題だろう。 

　これらで実績を示さなければ、真に消費者の信頼回復はできないのではないか。

北海道労働金庫理事長船水博氏――派遣やパートへ基盤拡大（地域金融トップ群像）

	2007/08/21, 日経金融新聞, 11ページ, 有, 1544文字


　「消費者金融のまねをしてどうするのですか」
　「貸し倒れのリスクも高まりませんか」
　北海道労働金庫の会議室。役員から慎重論が出たのは、カードローンの新商品を巡る議論の最中だった。理事長の船水博は議論をこう引き取った。「確かに採算面では厳しい。それでも我々として何か手を打たなきゃならんでしょう」
　二〇〇六年十一月に取り扱いを始めたカードローン「ロウキング」。労働組合に加入してない派遣社員やパートタイマーなど非正規労働者も対象であることを明確に打ち出した。条件さえ整えば、勤労者の夫がいる専業主婦や年金生活者も使える。金利は現在、年八・八％（変動）。消費者金融や銀行の消費者ローンより、かなり低い。
　船水は「労働金庫の出発点は勤労者の高金利からの解放だった」と原点を強調する。ただ、労金は労組会員の出資による金融機関。労組に未加入の場合が多い非正規労働者らを対象にうたった商品は異例だ。
　消費者ローンによる多重債務問題を抱える多くは、勤労者やその家族。北海道労金も近年、救済策として「お客様相談室」を増やし、防止策としてカードローンに取り組んだ。だが対象は労組の組合員である正規労働者に限られがち。増え続ける非正規労働者には手が回らない。船水は新商品に、そんなジレンマを打開する狙いを込めた。
　経済停滞が続く北海道では、労働者に占める非正規の割合は三九％で全国より四ポイント高い（〇三年の厚生労働省統計）。「議論してばかりだったが、動かなければだめだ」。船水のそんな思いは、北海道開発局の組合活動で非正規職員の待遇改善に奔走してきた経験に裏打ちされている。
　いま、非正規労働者の労組への加入促進にも力を入れる。従来はたとえ労組に加入していても金利面などで正規と同じサービスを提供しない場合があった。昨年秋、「組合員であれば、正規と同じ基準で扱う」と宣言。連合北海道と組み、非正規の労働者に労組への加入を促す。
　顧客基盤の拡大は経営安定上、最重要の問題でもある。預金と貸出金を足した「事業量」でみると、道内金融機関では全二十五の信用金庫をしのぎ、北洋、北海道、札幌の三銀行に次ぐ四位。預貸率は〇六年度で八四・五％と全国十三労金で最高水準だ。それでも「組合離れ」などが影響し、労組などの会員数やその構成員は減少傾向。各金融機関はこぞってリテール分野に力を入れており、安閑とはしていられない。
　既存顧客向けには「資金集中作戦」を展開。他の金融機関から住宅ローンを借り換えたり、退職金を預けたりすれば、金利を優遇するキャンペーンを打ち、囲い込みをもくろむ。三月末現在の預金残高は七千億円強、融資残高は六千億円弱。船水は「時間はかかるが、中期的には一兆円、八千億―九千億円に伸ばしたい」と意気込む。
　一九九〇年代後半には連合北海道の事務局長として北海道拓殖銀行の破綻に直面した。金融機関の経営者として「安心、安全、健全」を胸に刻む。一方で「（健全性の名のもとに）利益ばかり追求しては、労金の本分から外れる」と、非営利の福祉機関としての使命も言い聞かせる。
　全国の労金を「日本労働金庫（仮称）」に一本化する検討も進むが、船水は「将来の統合は否定しないが、今がその時期なのか」と慎重だ。秋に赤字の六支店を出張所に縮小するが、廃止はしない。「統合すれば、（赤字支店は）真っ先に廃止対象となる。地域性が薄まり、顔がみえなくなってしまう」。単独での生き残りに確かな自信があればこその言葉だ。＝敬称略
（札幌支社　大塚節雄）
（ふなみず・ひろし）１９６６年（昭和４１年）日大経卒、北海道開発局入局。９５年に連合北海道事務局長、２００１年に北海道勤労者住宅生活協同組合理事長。０４年６月から現職。北海道出身、６３歳。

道産の逸品全国に届け　道と道銀、来月初の商談会（08/25 14:12）道新
　道は九月十日、北海道銀行と共同で、エゾシカ肉や乳製品など道産の高級食材だけを取り扱う商談会を初めて開催する。「紀ノ国屋」「ディーン＆デルーカ」といった高級スーパーや有名百貨店の購買担当者（バイヤー）を札幌に招待する一方、道側も出品する業者を厳選。道産ブランドのけん引役と見込んだ商品を戦略的に全国に売り出そうという試みだ。 

　道産食材は全国各地の物産展などで人気を集めているが、品質に応じた値段で定番商品として販路を確保できたケースは少なく、量販店などに安く買いたたかれがちだった。 

　そこで道は「道産食材をブランドとして育てるため、高級店の力を借りよう」（経済部商業経済交流課）と発案。札幌市内のホテルを会場に今回の商談会を企画し、招待する購買担当者を高級スーパーと有名百貨店に絞り込むことにした。“カリスマバイヤー”として知られる阪急百貨店（大阪）の薬師寺雅文氏や、東武百貨店（東京）の内田勝規氏など、全国から百二十人が参加する見通しだ。 

　一方、バイヤーの期待に応えるため、業者と商品も厳選する。参加できるのは道が委嘱した有名シェフやソムリエら「食のサポーター」が選んだ食材を製造する十社と、道銀が推奨する四十五社だけ。商品も空知管内幌加内町のそば、江別産小麦のラーメンやパスタ、エゾシカの加工品、根室管内別海町の乳製品など道内の逸品をそろえた。 

　道は「生産者側と販売者側が一堂に集まることで、開発意欲や技術の向上、商品の磨き上げにつながるのでは」と期待している。 

公的資金返済、機動的に検討、ほくほくＦＧ、一段の前倒しも。

	2007/08/30, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 624文字


　北海道銀行と北陸銀行の金融持ち株会社、ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）は収益や市場の動きに応じ、機動的に公的資金の返済を検討する。ＦＧ副社長を務める道銀の堰八義博頭取が表明した。返済完了時期は本来の期限よりも約二年早い二〇〇八年度までとしているが、年度末を待たずに完済する可能性も示唆した。
　ほくほくＦＧは今月九日、公的資金のうち優先株（三百五十億円）を初めて返済し、残りは八百五十億円強。堰八頭取は二十九日インタビューに応じ「今後は常に返済を検討する」と述べた。国との調整や収益動向、市場環境をみながら柔軟に対応する考えだ。
　昨秋に続く普通株の公募増資は「考えていない」とし、利益を蓄積した剰余金を返済原資にする。返済時期の目標については「遅くとも〇九年三月末という意味」と述べ、〇八年度の早い時期に完済する可能性も示唆した。「経営資源を投入すれば収益を上げられる分野があり、早く手掛けたい」とし、早期完済で経営の自由度を確保したいとの意向だ。
　一方、道銀として来年度までに屯田など札幌市内で二店、さらに札幌以外で収益の見込める地方も視野に一店の開設を準備。今後は年一店のペースで出店を検討する。
　個人向けのリテール（小口金融）業務では店頭業務に特化した店舗（全四十八店）の一部に渉外担当者を置き、市場開拓に力を入れる。来年四月には管理職以上や専門職を主な対象に、人事・給与制度を刷新する方針を示した

東北地域
福島銀行社長紺野邦武氏――ボーナス再開に安堵（やまびこ）

	2007/08/15, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 287文字


　▽…「五年間の社員のがんばりを率直に評価した」と語るのは福島銀行の紺野邦武社長。経営悪化で支給を停止していた社員のボーナスを今夏から六年ぶりに再開し、安堵（あんど）した様子だ。不良債権比率も前期は六・五％とピーク時の三分の一に低下。大手行に比べまだ高いが「山は越えた」と手応えをつかむ。
　▽…今期は守りから一転して攻めの経営姿勢を打ち出すが、貸出先を巡る獲得競争は激しさを増す。「低金利を武器にメガバンクが攻勢をかけている」と気を引き締める。次の経営課題として掲げるのが「競争力の向上」だ。地の利や長年の取引で培った信頼関係など地元銀の強みを生かして大手行に打ち勝つ構え。

東北地域に対応した具体的戦略でなければなりません。具体的でない戦略は単なる知識。
関東地域
甲信越地域
北陸地域
東海地域

この人に聞く、愛知の融資なお開拓余地、規模よりサービス追求、スーパー地銀へ展望は

	2007/08/24, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 1125文字


　岐阜県大垣市に本拠を構える大垣共立銀行は今年六月末、愛知県の融資残高が一兆六百七十九億円となり、岐阜県（一兆二百三十五億円）を初めて上回った。他行との統合・合併を経ないで、ホームグラウンドである県内融資残高を県外が上回るのは極めて珍しい。米国では広域で業務展開するスーパーリージョナルバンク（大型地域銀行）が一定の存在感を保つ。土屋嶢頭取にスーパー地銀への展望を聞いた。
　――愛知県の市場をどうとらえているのか。
　「中部経済の中心地であり、当行にとって第二の郷里だ。歴史をひもとけば一九二三（大正十二）年、金融恐慌で行き詰まった愛知県春日井市に支店のある農産銀行を救済・買収した経験があり、今でも春日井市は当行を指定金融機関としていただいている。岐阜県南部から愛知県尾張地方にかけての地域が昔からの地盤と位置づけている」
　――近接する岐阜県から攻める苦労はないか。
　「大垣は名古屋の通勤圏にあり、行員は電車で愛知県と岐阜県の間を移動しやすい。滋賀県などに比べ経営資源を投じやすい場所だ。大手都市銀行の本店が再編の過程で名古屋から消え、愛知県本拠の銀行は第二地方銀行しかない。第一地方銀行では当行の拠点数が最も多い。中部を一つの行政区としてとらえる道州制の議論もあり、地方銀行として開拓余地が大きいとみる」
　――名古屋や三河地方の金利競争は厳しい。
　「二〇〇七年三月期の貸出金利回りは地銀のなかでもかなり低かった。愛知県の新店では取引のすそ野を広げるために貸出金利をある程度、低く抑えざるを得ない。新しく出した店ではセールを打たなければお客は来ない」
　「三河には強い地盤を築く信用金庫があり、当行が入り込むのはなかなか難しい。工夫したいのは店舗だ。例えばコンビニエンスストア併設や、様々な個人相談が受けられるといった新業態が考えられる。次の経営者である三十歳代など若い層は、新サービスを受け入れやすいのではないか」
　――新店の候補地は。
　「来春に岡崎市で出店するほか、向こう二年でもう一店舗出したい。現在、愛知県で幅広く物件を探している。岡崎市の周辺かもしれないし、知多市、半田市方面にもいずれ出店したい。（高層ビルが集積する）名古屋駅近くも、物件があれば出したい。従来の店舗に限らず、個人ローンに特化した小型拠点など様々なものを検討している」
　――一段の業容拡大をにらみ、愛知県の金融機関と連携を深めるとの見方もある。
　「そのような話はしていない。地域の銀行として中身のあるサービスを提供していく使命がある。単に規模を拡大すれば良いということはあり得ない。合併により銀行名が変わるということは、銀行内でものの考え方が変わるわけで相当な覚悟が必要だ」

記者の目、競争激化長期の視点必要。

	2007/08/24, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 304文字


　大垣共立銀行は岐阜県で最大の競合相手、十六銀行とともに愛知県への融資攻勢を一段と強めている。三重県や静岡県の銀行も経済が好調な愛知県での営業体制を強化しており、しれつな低金利競争が展開されている。
　同行は平日昼なら運営する銀行以外のキャッシュカードを使っても手数料がかからない「ゼロバンク」や、企業広告を採り入れたＡＴＭなど独自の手法で知られる。愛知県でも新たな銀行サービスを開発し提供する構えだ。一方で、土屋頭取のいう「セール」を実施する金融機関が相次げば、中部の各行はじり貧に陥りかねない。地銀が県の境界を越え「スーパー地銀」を目指し脱皮できるのか。再編も視野に入れた長期の視点が求められる。（南　毅）

ＡＴＭ画面上で、サイコロゲーム、大垣共立銀。

	2007/08/24, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 163文字


　大垣共立銀行は各店舗のＡＴＭ一台で画面上のサイコロを使ったゲームサービスを九月十日に始めると発表した。同行の有料総合口座で一万円以上の普通預金残高を持つ人が対象で、ＡＴＭを操作し「１」のぞろ目が出れば二千円か五千円、その他のぞろ目なら一千円が自動入金される。
　ゲームは一人一日一回で、当選者には六カ月ゲーム画面を表示しない。

名古屋銀頭取、新規融資の開拓、「年３５００件めざす」。

	2007/08/30, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 有, 275文字


　名古屋銀行の簗瀬悠紀夫頭取は二十九日、今年度の新規の融資開拓件数について「もう少しドライブをかけ、三千五百件ぐらいやっていきたい」と述べ、幅広い業種への営業攻勢で前年度比一三％増の三千五百件を目指す考えを表明した＝写真。地盤の愛知県の資金需要について「自動車関連は少し落ちてきたが、航空機や運輸業は比較的良好」とし、なお堅調との見方を示した。
　愛知県には岐阜県や三重県の地方銀行が営業攻勢をかけており、愛知県の地方銀行は守勢に回っている。簗瀬頭取は「攻められて苦しいのではなく、好調な愛知県経済は当行にとって大きなメリットと受け止めたい」と語った。

近畿地域
近畿の信金、融資苦戦、預貸率低下、昨年度５３％――地銀や大手行、中小向けで攻勢。

	2007/08/18, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 有, 1091文字


　近畿の信用金庫が貸し出し競争の激化に苦しんでいる。二府四県の全三十三信用金庫の預金残高に対する貸出金残高の割合を示す「預貸率」は、二〇〇七年三月期末時点の平均で五三・五九％と、前年同期比〇・一四ポイント低下した。主要顧客の中小企業向け融資競争に大手や地銀が参入、守勢に回っている。業績自体は改善が続いているが、業界全体で再び再編機運が高まる可能性もある。
　〇七年三月末時点の合計預金残高は二十二兆八百四十五億円と三・〇％増えたのに対し、合計貸出金残高は十二兆七千七百八十四億円と増加率は二・七％にとどまり、預貸率低下につながった。全三十三信金の半数を超える十八金庫で預貸率が低下。滋賀県や兵庫県北部などの信金で預貸率の落ち込みが目立つ。五〇％を割り込み、預金の半分以上を眠らせている信金も十二金庫あった。
　■顧客奪われ「カネ余り」　預貸率の低下は、景気回復で預金量が増加する一方、法人向け融資の主要顧客である中小企業向け融資をメガバンクや大手地銀などに奪われていることが背景にあるとみられる。
　中小企業の集積地である東大阪地区では京都銀行や関西アーバン銀行などが相次ぎ出店し優良中小企業取り込みを強化。大手銀では三井住友銀行が今春「プライベート・アドバイザリー本部」を設置。中小企業の経営者を中心に経営や資産運用の助言をする専門部隊を関西に常駐させた。
　大手や地銀にとって中小企業融資は大企業向けに比べて金利を高く設定できるのが魅力。新ＢＩＳ（国際決済銀行）規制で中小企業融資のリスクを小さく見積もれるようになったことも融資強化の要因となっている。
　信金側も大阪市信用金庫（大阪市）が工場の機械設備を担保に融資する動産担保ローンを導入。日新信用金庫（兵庫県明石市）が新規融資先企業向けに金利を約〇・六％優遇する「スターと」を昨年四月に発売するなど、新商品の開発に力を注いでいる。
　■金利上げにくく　ただ、平均貸出金利は〇・〇四ポイント上昇し二・六％。貸し付け競争の激化で金利を思うように上げられない実態が浮かび上がる。
　業績自体は改善傾向にある。本業のもうけを示すコア業務純益は合計千二百六十四億円で、前の期比七・五％増加。全体の八割を超える二十八金庫で増益となった。人員削減や経費圧縮の効果が出たのに加え、投信販売の伸びも利益を押し上げた。
　〇七年三月期末の平均不良債権比率は〇・四ポイント低下の六・三％となり、全国平均の六・五％を下回った。また、初めて新ＢＩＳ規制が適用された自己資本比率は全信金の平均で〇・九ポイント改善して一二・七三％となり、全信金で基準の四％を上回った。

信金再編機運高まりも、ゆうちょ銀と重なる顧客層。

	2007/08/18, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 500文字


　預貸率の低下が鮮明になってきたことで、営業力や財務基盤が脆弱（ぜいじゃく）な都市部の小型信金や景気回復の遅れている地方の信金には今後、再編機運が高まる可能性もある。
　預貸率が低ければ信金の存在意義に疑問符が付くうえ、余剰資金の運用リスクが高まる。実際に預貸率が二五％以下にとどまり、近畿で最も低い湯浅信用金庫（和歌山県湯浅町）は来年一月に同じ和歌山県内のきのくに信用金庫（和歌山市）と合併することを決めた。
　一九九〇年代末の金融危機に端を発した一連の再編で滋賀、京都、奈良、和歌山ではそれぞれ三金庫ずつに集約された。しかし大阪と兵庫にはまだ十金庫以上あり、「信金の数が多すぎる」と指摘する関係者も多い。
　大手や地銀の攻勢に加え、郵政民営化の影も忍び寄っている。郵政民営化に伴って十月に発足するゆうちょ銀行は投資信託の販売強化やローン事業への参入などを検討しており、顧客層が重なる信金や信用組合にとっては脅威だ。ゆうちょ銀は全国にきめ細かい店舗網を張り巡らせているため、「特に地方の信金にとっては影響が大きい」とみる向きも多い。一層の競争激化に備えて経営強化に向けた合併を検討する信金も出てきそうだ。

中国地域
この第２地銀はポジションから考えて注目です．
広島銀、融資「一人勝ち」、５県の地銀、明暗分かれる４―６月、利ザヤは縮小、改善カ

	2007/08/17, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 938文字


　中国五県の金融機関の貸し出しで明暗が分かれている。二〇〇七年四―六月期では広島銀行が三月末から貸出金残高を伸ばした一方、山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）や山陰合同銀行は残高を大きく落とした。〇七年三月期からの金利競争などで貸出金利回りの改善が遅れており、残高の増減は今期の収益に影響を与えそうだ。
山口ＦＧは低調
　ある地方銀行の幹部は広島銀の攻勢を「一人勝ち」と舌を巻く。同行の六月末の貸出金残高は前年同月比一〇％増の四兆三千二百三億円。角広勲頭取は「前期の勢いが続いており、地銀でもトップクラスの伸び」という。三月末よりも三百九億円（〇・七％）増えるなど、足元でも好調を維持している。
　広島県では中小企業による設備投資が増えるなど、資金需要が伸びていることが追い風となっている。法人融資担当の人員を増やすなど体制の整備も進める。
　一方、四―六月期に低調だったのは山口ＦＧ。三月末に比べて山口銀行が八百八十四億円（二・七％）、もみじ銀行が三百十四億円（一・九％）それぞれ残高を落とした。両行は広島県で〇七年三月期の後半に一千億円の新規融資を目標に掲げて融資攻勢に出たが、資金需要の高い三月を過ぎて反動が出た。
　もみじ銀行は中小企業や個人向け融資を強化する一方、不良債権処理や貸出先企業の見直しを進めたことが残高減につながっているもよう。山陰合同銀行も企業の資金需要が低調で、三月よりも五百八十一億円（二・八％）減少した。
金利上げ遅れる
　貸出競争の激化により、金利の引き上げは各行とも遅れている。広島県内の貸出平均金利（新規実行ベース、日銀調べ）は六月に一・八％台で、前年同月に比べて〇・二％低下した。全国では日銀の金利引き上げを受けて、貸出金利が上昇しているのとは対照的だ。
　貸し出しの伸びている広島銀も、四―六月期の預貸金の利ザヤは縮小したもよう。利上げで預金金利を上げても、競争で貸出金利回りを引き上げるのは難しいため。市場では「融資が伸びているのは、東京の大企業向けが多いのではないか」という声も聞かれる。
　ただ、仮に東京の大企業向けが伸びても収益には貢献しにくいため、「貸出残高だけでなく預貸金利ザヤの改善が今後のカギ」（野村証券の藤原悟史アナリスト）といえそうだ。

四国地域
金融機関、Ｍ＆Ａ仲介・助言に的、事業承継で需要増加、伊予銀には提案３００件。

	2007/08/18, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 有, 729文字


　四国の金融機関がＭ＆Ａ（合併・買収）仲介や助言業務で実績を上げ始めた。中小企業を中心に事業承継に絡んだ案件が急増していることが背景にある。金融機関がＭ＆Ａ仲介の対価を得ることが一般的ではなかった四国でも、需要拡大を背景にビジネスとして定着しそうだ。
　先行する伊予銀行はビジネスマッチングの一環として二〇〇一年度からＭ＆Ａ仲介に力を入れている。昨年度からは松山や今治、新居浜など愛媛県内主要都市で経営者向けセミナーを開き、Ｍ＆Ａへの理解を深める場を提供。七月末までに、売却を希望する二十三件と、買収を希望する二百八十八件の提案が寄せられているという。
　これまでに二十件のＭ＆Ａを仲介。〇六年度は七件、〇七年度も三件の成約を得ており、「顧客の抵抗感が薄れ需要が高まっている」（法人営業部）。
　愛媛銀行も同分野に力を入れており〇六年度は十一件の成約を得た。
　〇三年に日本政策投資銀行などとＭ＆Ａ仲介業務で提携した阿波銀行は実績を積み上げている。〇六年度にプラント製造の千代田技研工業（東京・千代田）が営む事業を機械製造のタイガーマシン製作所（岡山県高梁市）グループに譲渡する際、政投銀と共同でタイガーマシンに対し買収スキームの検討や契約交渉の助言をした。阿波銀は〇五年度も徳島県と福岡県の企業Ｍ＆Ａに関して日本政策投資銀行と共同でアドバイザーを務めている。
　百十四銀行も寄せられる情報が増えており、特に需要の多い事業承継に重点を置いているという。行員の対応力を付けるため、法人営業部ではメガバンクなど社外で研修を受けさせたり、行内研修も充実させたりしている。高松信用金庫（高松市、伊賀三千広理事長）は六月に地域振興本部を設置、Ｍ＆Ａ相談に対応できる体制を整えた。

九州地域
長崎銀、財務体質を強化、不良債権比率３％台へ、西日本シティが優先株引き受け。

	2007/08/04, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 812文字


　西日本シティ銀行は三日、投資会社のリサ・パートナーズと提携し、連結子会社の長崎銀行（長崎市、高田浩司頭取）の財務体質を大幅に強化すると発表した。十月の「ゆうちょ銀行」発足や、ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の親和銀行子会社化により、長崎県の金融機関の競争環境は激変する見通し。西日本シティ銀は長崎銀の不良債権処理を加速することで、競争激化に備える。
　長崎銀は二百三十四億円の不良債権をリサなどに売却、九月中間期末の不良債権比率を西日本シティ銀よりも低い三％台前半まで低下させる。一方、九月二十日に優先株による第三者割当増資を実施して西日本シティ銀から十億円、リサから四十億円を調達。西日本シティ銀からは劣後ローン二十億円の供与も受け、自己資本比率を九％前後まで引き上げる。
　また、九月十八日付で西日本シティ銀出身の大久保寿人審査本部付部長を取締役に昇格させるほか、リサの井無田敦社長を社外取締役に選任し、両者との連携を強化する。西日本シティ銀とリサは九州に特化した投資ファンド「九州コーポレート・ソリューション・ファンド」の立ち上げや、事業再生など企業向けのソリューション営業でも連携する。
　長崎銀は西日本シティ銀が八四・四八％を出資。地域子会社としてリテール部門に特化し、二〇〇七年三月期まで五期連続で預金・貸出金を伸ばすなど業績は順調に推移している。ただ、〇七年三月期末の自己資本比率は六・八九％と健全性の目安とされる八％を大きく割り込んだほか、不良債権比率も一三・一％（部分直接償却前）と高い。
　今後、ゆうちょ銀や、ふくおかＦＧ傘下入りする親和銀が攻勢をかけてくる恐れもあり、財務体質改善で取引先からの信頼性向上と営業強化につなげる。西日本シティ銀は今回の抜本処理で「小さいながらも相当前向きな営業が可能になる」（総合企画部）としている。今後、長崎県を地盤とする金融機関では、十八銀行の対抗策が注目されそうだ。

ふくおかＦＧ、親和銀に１０００億円資本支援。

	2007/08/10, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 398文字


　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）は九日、十月に九州親和ホールディングス（ＨＤ）から買収する予定の親和銀行に対し、一千億円の資本支援を実施すると発表した。九月二十八日に親和銀が実施する第三者割当増資を全額引き受ける。親和銀はこれを原資として九月中間期に九百十億円の貸倒引当金を計上、不良債権処理にめどを付ける。ふくおかＦＧは親和銀の発行済み株式の六一・二％を保有する親会社となる。
　ふくおかＦＧは十月一日付で、親和銀行頭取にふくおかＦＧ取締役と親和銀顧問を兼務する鬼木和夫氏（６１）が就任することも発表した。荒木隆繁頭取（５５）は経営悪化の責任を明確にするため退任する。
　鬼木　和夫氏（おにき・かずお）６９年（昭４４年）山口大経卒、福岡銀行入行。９７年取締役、０５年副頭取。０７年４月ふくおかフィナンシャルグループ取締役。同年７月から親和銀行顧問。福岡県出身。６１歳。（１０月１日付で就任）

九州親和ＨＤ、解散を決議、株主分配１株５０円程度へ――ふくおかＦＧ、地銀最大に。

	2007/08/30, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 618文字


資本支援へ５４０億円増資
　九州の地方銀行、親和銀行を傘下に持つ九州親和ホールディングス（ＨＤ）は二十九日、地元長崎県で臨時株主総会を開き、会社解散を決議した。三十日から清算手続きを始め来年六月をめどに完了する計画。親和銀の全株式を今年十月一日に、福岡銀行や熊本ファミリー銀行を傘下に持つふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）に譲渡することも決議した。
　これにより地方銀行で規模最大手のグループが誕生。経営が悪化していた親和銀はその傘下で再建を始める。ふくおかＦＧは今後、長崎県内の取引拡大を進める方針で、九州の地銀間の競争は激しくなるのは必至だ。
　九州親和ＨＤ株は三十日に東京、福岡の両証券取引所で整理ポストに割り当てられ、九月十三日付で上場廃止となる。株主には親和銀株の売却代金七百六十億円と現預金などが来年三月に分配される。普通株主への分配金は一株当たり五十円程度になる見通し。親和銀は九月末にふくおかＦＧから一千億円の資本支援を受け、不良債権処理にめどをつける。
　これを受け、ふくおかＦＧは二十九日、最大約五百四十億円の公募増資と自社株約百億円分の売り出しを九月に実施すると発表した。支援の原資を確保する。米格付け会社スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）は福岡銀行の長期格付けを「トリプルＢプラス」に一段階引き下げた。
　九州では西日本シティ銀行も再編による規模拡大に動く。県を越えた広域再編の動きが全国で加速する可能性がある。

総合
２．１３　グローバル戦略

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク
３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略
３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

３．６　リスクマネジメント
みずほ系投資会社、ＭＢＯファンド５００億円、来月に新設。

	2007/08/24, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 430文字


　みずほフィナンシャルグループの投資ファンド会社、みずほキャピタルパートナーズは総額五百億円程度のファンドを九月に新たにつくる。すでに百五十億円と三百五十億円のファンドを持っている。最大規模となる今回の三番目のファンドは、ＭＢＯ（経営陣が参加する買収）で大企業から独立する子会社や事業承継を進めるオーナー企業への投資をめざす。
　みずほキャピタルパートナーズは今回のファンドを通じて、今後三、四年の間に十五社程度へ数十億円ずつ投資する計画。想定する主な投資対象は、ＭＢＯを進める大企業の非中核子会社、事業承継が必要なオーナー企業、株式非公開化する上場企業、外資系の在日子会社。特にホテルや食品、電子部品などの業界に照準を合わせる。
　このファンドは外部から資金を募る。保険会社や大手銀行、地銀、年金関係の投資家が出資する見通しだ。みずほキャピタルパートナーズの計画では、投資先にＭ＆Ａ（合併・買収）を促したり取引先を紹介したりして経営を軌道に乗せ、株式上場へ導く。

３．７　ローコスト戦略
３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略
大手行、専業銀に対抗、ネット取引優遇策競う――預金金利高く、手数料割引。

	2007/08/05, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 有, 958文字


　大手銀がインターネットによる取引で顧客優遇策を相次いで打ち出している。預金金利を店頭より高くしたり、手数料を割り引いたりとサービスは様々。大手銀に比べ高い預金金利を売り物にするネット専業銀行が台頭するなか、サービスの強化で若い世代の顧客の取り込みを目指す。
　三菱東京ＵＦＪ銀行は七月二十五日から九月二十八日まで、インターネットや電話での申し込みに限り、円定期預金の金利を優遇するキャンペーンを実施している。一年物が年利〇・八％（三日現在、税引き後は〇・六四％）で、店頭の年〇・三五％に比べ二倍以上。同行の預金金利としては一九九五年以来十二年ぶりの高い水準という。同行は同様のキャンペーンを昨年九―十一月、今年二―三月にも実施しており、今回で三回目になる。
　みずほ銀行は七月九日から八月三十一日まで、インターネットや携帯電話で定期預金を預け入れた顧客にポイントを加算するキャンペーンを実施。みずほマイレージクラブに入会していることが条件で、期間中に定期預金を五十万円以上預け入れると百ポイントを付与する。この加算分で定期預金や住宅ローンの金利優遇（〇・一％）や、手数料の割引を受けることができる。
　三井住友銀行は五月二十一日から十月三十一日までインターネット、携帯電話での外貨預金について、為替手数料を店頭に比べ五〇％割り引くキャンペーンを実施している。住友信託銀行もネットや電話で五十万円以上の投資信託を購入した人に二千―三千円のキャッシュバックを行っている。
　大手行がネット取引の優遇策を競う背景には、新興のネット専業銀が預金金利の高さや手数料の安さを売り物に台頭してきたことがある。例えば一年物の定期預金（三百万円未満）の場合、イーバンク銀行は年〇・九二％、ソニー銀行は〇・九％、ジャパンネット銀行は〇・八二五％（三日現在）。いずれも大手行の店頭金利（〇・三五％）を大きく上回っている。
　ネット銀の二〇〇七年三月末の資産預かり残高は計一兆六千億円で三メガバンクの一％にも満たない。しかし、「コンピューター取引に抵抗感のない若い世代を中心に高金利のネット専業銀の人気が高まっている」（三菱東京ＵＦＪ銀幹部）と大手行の危機感は強い。収益にすぐには結びつかなくても、将来に備え若い顧客を確保しておこうとの狙いがある。

３．１０　情報システム戦略
３．１１　アライアンス戦略
３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
東和銀が増資検討、吉永頭取「早ければ年度内にも」。

	2007/08/04, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 923文字


　東和銀行が早ければ今年度中にも第三者割当増資などの資本増強を計画していることが分かった。吉永国光頭取が三日、日本経済新聞社のインタビューに応じ明らかにした。東和銀は新生銀行を割当先として優先株八十億円の発行を決めたほか、九月末までに四十億円程度の劣後債発行も検討しており、動向が注目されている。主なやり取りは次の通り。
　――優先株の発行で自己資本の改善に一定のメドを付けた。
　「資本増強の第一歩として踏み出せたことは良かったと思っている。ただ自己資本比率はいまだ第二地銀の平均に比べると小さい。仮に劣後債四十億円を発行すれば期間収益と合わせて九月の中間期には七・二四％になる見込みだが、それだけでは足りないかもしれない。もう少し資本を重ねていきたい」
　――さらに資本増強をするということか。
　「第三者割当増資などを視野に機関投資家に長く（株を）持ってもらうようなことを想定している。早ければ年度内にもやりたい。ただ（株式価値の希薄化の懸念から）優先株の売り出し状況を十分にみながら考えていくつもりだ」
　定款変更をしてまで資本増強を実施したが、自己資本比率の改善幅は一％に満たなかった。
　「新生銀行（の八十億円）より多い金額を提示した（証券）会社もある。ただ優先株の下限交付価格や配当の有無など様々な条件を提示するなかで新生銀行が一番その条件を認めてくれたということだ」
　――今後新生銀行との連携は。
　「現在のところ考えていない。人の派遣も考えていない。あくまで純粋な投資として引き受けてもらったということだ」
　――新生銀がそれほど投資のリターンを見込んでいるとは思えないが。
　「実績づくりということだろう。これで東和銀行が再生すれば手助けしたとアピールできる」
　――今後どう経営を立て直すのか。
　「これまでは貸出残高を伸ばすことだけに目が向いている部分があった。そのため労力のかかる新規開拓よりは既存の取引先に融資を提案しに行くようなことが多かったようだ。基本に立ち返りもっと靴底を減らすような営業をしていかないといけない。私自身も五月に就任してから四十ぐらいの取引先を回った。言うだけでなく自らも行動で示していきたい」

３．１３　グローバル戦略
みずほコーポ、大連の特区で出張所準備認可。

	2007/08/03, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 172文字


　みずほコーポレート銀行（ＣＢ）の中国現地法人は、中国銀行業監督管理委員会から、大連市経済技術開発区に出張所を開設する準備申請の認可を受けた。二〇〇七年内の開設を目指して準備を始める。
　同区は中国初の経済技術特区で、外資系企業約二千社が進出している。みずほＣＢ

みずほコーポレート銀行頭取斎藤氏、米で専門金融機関買収も、投資銀業務で成長戦略。

	2007/08/16, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 1393文字


　みずほコーポレート銀行の斎藤宏頭取は日本経済新聞のインタビューに応じ、米国で専門分野に特化した金融機関の買収・出資を前向きに検討すると表明した。銀行と証券の一体的な運営を強める一方、機能補完型の買収・出資戦略をてこにグローバルな投資銀行業務で欧米勢に対抗する。
　■銀証連携へ規制緩和を
　――米金融持ち株会社（ＦＨＣ）の資格を昨年十二月に取得して半年余り。実績は出てきたか。
　「われわれの五百社の優良取引先に証券会社のサービスを提供できるようになった。たとえば米系顧客企業の公募債や株式の引き受けができるようになり、一―六月で一千万ドル弱の収益を上げた。コマーシャルペーパー（ＣＰ）の引き受け・販売にも参入、日系商社二社の現地法人のものを扱った」
　――米国の体制は。
　「約九十人の営業担当が銀行と証券両方の商品を扱う。うち八十人は現地採用の職員で、何人かは米国みずほ証券と兼務にした。大手米銀は融資など銀行商品と証券引き受けを同じ人が営業するのが業界標準。そういう体制にしないと優秀な米国人営業員は採れない。今後、証券商品の専門部隊を増やす」
　「銀行・証券一体というのが世界的な企業金融の流れだ。日本は銀行と証券のファイアウオール（業務隔壁）規制が必要な時期もあったが、必要以上に残置され、結果的に日本の金融機関の力が国際的に下がっている。規制緩和は『金融立国』をめざすうえでも必須だろう」
　■「大型」は考えず
　――米国で銀行などを買収する考えは。
　「米国の投資銀行分野は大きな収益源だが、今後も伸びる分野はどこか、まず把握する。その上で、ここは絶対に参入したい、ここはリスクが大きすぎる、と見極める。われわれの実力や体制が十分なら自前で対応する。必要な分野で人材が不足していれば、人材の引き抜きのほか買収や出資を検討する」
　「大型買収を否定するつもりはないが、欧米銀行買収は文化の違いもあって難しい。異文化同士の大型買収でうまくいった例は過去、ほとんど無いのではないか。『米証券大手ベアー・スターンズをみずほが買収するのではないか』という観測が一部にあったが、まったく考えていない。大型買収は当面ない。専門性をもったところを買収したり出資したりする方が効率的だ」
　――アジアでの提携や買収の考え方は。
　「米国では機能を買うのに対し、アジアでは市場へのアクセスを買う。各国にたとえば二百ずつ店をつくるなんて現実的ではない。主要都市に店をつくって、あとは提携や出資でやっていく」
　――来年度に新しい中期経営計画が始まる。
　「こんどの中期計画がいよいよ本当の中期計画。今までは公的資金の返済へ剰余金をいかに積み上げるかが中心だった。成長戦略を重視して、グループの企業価値の極大化や連結経営を意識する。年内にほぼまとめて、来年二月には発表する」
　▼米金融持ち株会社（ＦＨＣ）　銀行グループが米国で社債・株式などの引き受け・販売をはじめとする投資銀行ビジネスを包括的に行うのに必要な資格。米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が設立認可の権限をもつ。銀行持ち株会社（ＢＨＣ）の資格のままでは証券業務に制約がある。
　日本の金融機関では、みずほコーポレート銀行と農林中央金庫がＦＨＣの資格を取得したのが初の事例。資格を取った金融機関は株式投資などの規制が大幅に緩和されるため、米国での資金運用の自由度も広がる。

みずほコーポ銀、排出権ビジネス参入、欧米事業者と顧客つなぐ。

	2007/08/17, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 494文字


　みずほコーポレート銀行（ＣＢ）は九月中旬から温暖化ガスの排出権取引業務を始める。欧米の排出権取引業者と同行の法人顧客をつなぎ、企業がそれぞれの需要に見合った排出権を購入できるようにする。排出権を購入する海外事業に絡んだ環境汚染や人権問題などのリスクを顧客企業に助言する業務も手掛ける。顧客の需要に応じて排出権の売り手を探す業務に日本の金融機関が参入するのは初めてという。
　みずほＣＢが始めるのは、金融庁が四月に銀行業務として認めた「排出権取引の媒介、及びコンサルティング業務」。京都議定書の定めた温暖化ガス削減目標の達成に向けて今後、国内事業者の需要が増加すると判断した。同じような業務には現在、大手商社などが参入している。
　これまでに実施した需要調査では電力やガス、鉄鋼、化学といった国内事業者に排出権の大口需要があるとみている。取引規模は三十万トン前後から手掛ける方向。初年度は一千万―二千万トンを目指す。
　国内金融機関では信託銀行などが排出権を信託受益権化し、小口で販売するなどの取り組みを進めている。信託の手法は、みずほＣＢは顧客企業の要望に応じ販売相手につなぐ手法を選択した。

地方企業に的、大手銀、地銀と提携拡大――三菱ＵＦＪ、国際業務を支援、他。

	2007/08/21, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1018文字


　大手銀行が地方銀行との業務提携を広げている。海外拠点が少ない地銀の取引先が海外進出する際の支援業務や、地銀の貸し倒れリスクの管理を手助けすることで、大手銀にとって手薄だった地方からの収益を伸ばす狙いがある。地銀も多様化する中小企業の需要に、すべて自前で対応しては負担が大きすぎると判断。大手銀との連携でサービスを補完する。
　三菱東京ＵＦＪ銀行は九月に、山形銀行と国際業務で協力協定を結ぶ。山形銀が取引先企業からの海外進出や貿易事業などの相談を三菱ＵＦＪリサーチ・アンド・コンサルティング（東京・港、元田充隆社長）と連携して受け付ける。山形銀は企業の貿易などの送金業務などを受け持つほか、海外展開を目指す企業を新規開拓するメリットを見込んでいる。企業の海外進出が決まれば、三菱東京ＵＦＪ銀が海外支店で預金口座を開設したり、融資を実行したりする。
　三菱東京ＵＦＪ銀は各地の地銀に同様の提携を提案しており、山形銀は七月に提携した岩手銀行に次ぐ二行目。岩手銀の取引先で中国や東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）、インドへの進出を検討している企業を対象に、九月に盛岡市でセミナーを開催する予定だ。このほかにも十行以上の地銀と提携交渉を進めているという。
　三井住友銀行は外為事務や外国通貨取引に加えて、貸し倒れリスクの管理でも地銀に協力している。地銀が自ら融資先の格付けや自己査定をする際の手法を提供。地銀が債務者区分の判定や引当金の算出で、高度な金融技術を活用できるようにしている。すでに十数行が導入済みだ。また東日本銀行、三重銀行などにはローン商品を提供している。
あおぞら銀も
　みずほコーポレート銀行（ＣＢ）は山陰合同銀行や佐賀銀行など約十行とそれぞれ、地域社会の活性化を目的とした業務協力の覚書を締結している。みずほＣＢは地銀に対し、ＰＦＩ（民間資金を活用した社会資本整備）事業や、風力発電など環境保全についてのノウハウを伝える。
　三メガバンク以外でも、あおぞら銀行が今年に入り、地銀との連携を強化している。五月に横浜銀行と投資銀行業務で提携したほか、八月には東邦銀行と不動産担保に頼らない新しい融資商品の開発などで包括提携した。
　大手銀や地銀は資本関係にとらわれず、より高度なサービスや良質な顧客基盤を持つ銀行を、提携相手として選び始めている。中小企業向け融資が貸出業務の主戦場となる中で、大手銀による地銀の囲い込みが今後激しさを増しそうだ。

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
大手銀、軒並み減益、４―６月、合計で３割―融資伸び悩む。

	2007/08/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 742文字


　大手銀行グループ（三井トラスト・ホールディングスを除く）の二〇〇七年四―六月期の業績が三十一日、出そろった。融資先の経営改善で貸倒引当金が不要になる「戻り益」が減った影響などで、連結純利益の合計は前年同期に比べ約三割減少した。日銀の利上げで貸し出しと預金の利ざやは拡大したが、融資残高が伸び悩み収益向上には至っていない。
　大手銀行五グループは三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、みずほフィナンシャルグループ、三井住友フィナンシャルグループ、りそなホールディングス、住友信託銀行。
　連結純利益は五グループ合計で約四千五百億円。戻り益という特殊要因があった前年同期より約千九百億円減少した。
　一方、本業のもうけを示す実質業務純益（傘下銀行の合算）は計約六千四百億円と前年同期（約六千二百億円）よりやや増加した。前年に多額の債権売却損を計上して費用が膨らんだことの反動が出たほか、投資信託の販売が好調で手数料収入が増えた。
　利上げを受けた短期プライムレート（最優遇貸出金利）の引き上げなどで貸し出しと預金の利ざやは徐々に改善してきている。しかし、国内企業の資金需要が低調で融資残高はほぼ横ばい。
　五グループのうち三菱ＵＦＪ、みずほ、住友信託は業務純益が前年同期より減った。三菱ＵＦＪは旧東京三菱と旧ＵＦＪのシステム統合や、法令順守態勢の強化によって人件費などが膨らみ、約五％減少した。
　みずほは一部融資先の債権内容の評価を引き下げたため引当金積み増しを迫られ、与信関係費用が前年同期より約五百三十億円増加。業務純益は約二割減と五グループで最大の減少幅となった。
　りそなは貸し出し残高が前年同期よりやや減少したものの、投信販売が好調だったことなどから業務純益は約二割増の約九百十億円だった。

４．１　非銀行金融機関
４．２　外国金融機関
米住宅ローン会社、破綻・解雇相次ぐ、サブプライムで金融機関貸し渋り。

	2007/08/24, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1208文字


　【ニューヨーク＝財満大介】米住宅ローン会社が次々と経営破綻やリストラに追い込まれている。今年、既に約九十社が新規貸し出しの停止や破産を申請、四万人が解雇された。短期の資金調達に頼りすぎ、信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題で金融機関が融資を出し渋ると、資金繰りが一気に悪化した。住宅ローン市場が縮小すれば住宅販売をいっそう落ち込ませ、米経済を冷やす悪循環に陥りかねない。
　二十二日には大手証券リーマン・ブラザーズ傘下のローン会社と、独立系のアクレディテッド・ホーム・レンダーズが新規の融資を停止。二十一日は非上場会社で最大手のファースト・マグナス・ファイナンシャルが破産申請した。
　経営が悪化したローン会社は営業スタッフらを大量解雇している。人材調査会社チャレンジャー・グレイ・アンド・クリスマスによると、今年解雇されたローン会社の従業員は四万人で、ローン会社を含む金融業の年間の雇用増加の三分の一に相当する。建設会社や他の金融業の人員削減とあわせ、雇用情勢を悪化させる不安も出てきた。
　破綻の主な原因は事業資金を一年以内の短期の融資に依存したことだ。ローン会社は住宅ローン債権や証券を担保にして銀行から借り入れたり、社債を発行したりしている。だが銀行や投資家が住宅ローン資産を担保として認めなくなり、資金調達が難しくなった。
　最大手のカントリーワイド・ファイナンシャルは、一年以内に返済期限が来る負債が約六百億ドル（約七兆円）と全体の三割を占めるのに対し、手持ちの現金は十一億ドルしかない。バンク・オブ・アメリカが優先株で同社に二十億ドルを出資したと二十二日発表したものの、資金繰り不安が一掃できたわけではない。
　短期の負債が膨らんだのは収益競争が激化したからだ。ローン債権を担保にお金を借り、新たな住宅ローンを貸す。そのローン債権を担保にまたお金を借りる、という過程を何度も繰り返し、少ない自己資金で大量のローンを回転させて手数料を稼いでいた。
　米抵当銀行協会のアナリスト、ジェイ・ブリンクマン氏は「資金があふれている時は手持ちの債権や証券をすぐ現金化でき、短期の負債でも問題なかった」と指摘する。だが、金融機関や投資家がお金を出し渋るようになると状況は逆転した。
　サブプライムローンの焦げ付き自体だけで、経営破綻に追い込まれるわけではない。不良債権比率は最大手のカントリーワイドで一％にすぎない。日本の大手銀行の不良債権比率がバブル崩壊後、一時、八％を超えたのに比べると低水準だ。
　ヘッジファンドがサブプライム投資で破綻したのも、自己資金の十倍から二十倍の資金を借り入れて投資し、利益と同時にリスクを膨らませたため。サブプライム問題の根源ともいえる住宅ローン会社にも、過剰な借り入れと投資という問題は共通している。
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